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第1章 プロジェクトの概要 

 

1.1 プロジェクトの背景 

2015 年 4 月 25 日、首都カトマンズ北西約 80km を震源とする M7.61の地震が発生した。

その後の余震の影響もあり、これまでに死者 8,790 人、負傷者 22,300 人以上、全壊家屋

は少なくとも 498,852 戸、半壊家屋は 256,697 戸2と甚大な被害となっている。ネパール

政府は世界銀行、UNDP および JICA 等の支援を受けて震災後ニーズ調査（Post Disaster 
Needs Assessment：PDNA）を実施し、総被害額を 7,065 百万ドル、総復興必要額を 6,695
百万ドルと算定した。これらの総被害額および総復興必要額のうち、住宅セクターはそ

れぞれ 4,086百万ドル、3,278百万ドルとなっており、住宅セクターの被害および復興ニー

ズが最も高い状況となっている。その後 2016 年 5 月に公表された震災後復興フレーム

ワーク（Post Disaster Recovery Framework：PDRF）では、総復興必要額が 8,377 百万ドル、

その内住宅セクターが 3,762 百万ドル（地方部 2,861 百万ドル、都市部 901 百万ドル）と

見直されている。2016 年 1 月から 5 月に実施された中央統計局による世帯・家屋被害調

査によると、5 段階の被害グレードの内、グレード 3（Substantial to Heavy Damage）、グ

レード 4（Very Heavy Damage）およびグレード 5（Destruction）の家屋が 563, 696 戸で

ある。地域的には、シンドパルチョーク郡で 83,408 戸（14.8％）、ヌワコット郡で 71,307
戸（12.6％）、カブレパランチョーク郡で 71,146 戸（12.6％）、ダディン郡で 65,881 戸

（11.7％）、ゴルカ郡で 63,775 戸（11.3％）と、地方部を中心に被害が広がっている。

これら地方部での住宅は、石やレンガを泥モルタルで接合する組積造が一般的であり耐

震性が考慮されていない。今次地震による被害の内 95％の住宅がこの工法により建設さ

れたものであり、これら住宅の再建が急務である。 

教育セクターにおいては、全国の学校の約 26,000 教室が全壊、約 26,000 教室が半壊と甚

大な被害が発生しており、PDNA では総被害額は住宅セクターに次いで 2 番目に大きい

397百万ドルと算出されている。またPDRFでは1,806百万ドルと大幅に見直されている。

学校再建においては、生徒の安全確保のためにも耐震性のある安全な校舎の建設が求め

られている。 

上記のような状況から、ネパール政府は 2015 年 6 月 25 日にネパール復興国際会議を開

催し国際社会に対して同震災への支援を求め、日本を含む国際機関等が総額 4,100 百万

                                                        
1 Ministry of Industry, Department of Mines and Geology, National Seismological Centre 

<http://www.seismonepal.gov.np/index.php?action=earthquakes&show=recent&page=5> 

2 Nepal Earthquake 2015 Post Disaster Recovery Framework 2016-2020 
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ドル以上の支援を表明した。日本の支援は、円借款事業の緊急住宅復興事業および緊急

学校復興事業を含む総額約 320 億円にのぼる。 

(1) 緊急住宅復興事業 

緊急住宅復興事業（Emergency Housing Reconstruction Project：EHRP）は、ネパール地震

により特に甚大な被害を受けたゴルカ郡およびシンドパルチョーク郡において、一定の

被害を受けた住宅所有者が一定の耐震基準を満たす住宅を再建するための資金を、ネ

パール政府に対して供与するものである。具体的な「一定の耐震基準」として、技術指

針（Minimum Requirements）が採用された。この技術指針は Nepal Building Code 105
（Seismic Design of Buildings in Nepal）を基に策定された。また本事業は世界銀行と協調

融資で、世界銀行はダディン郡、ドラカ郡、ヌワコット郡を対象とする。本事業を通じ

て、耐震性を備えた安全な住宅再建を推進することで「Build Back Better：BBB3」実現

に寄与し、ひいては同地域の持続的な社会・経済成長にも貢献することを目的としてい

る。 

(2) 緊急学校再建事業 

緊急学校再建事業（Emergency School Reconstruction Project：ESRP）は、ネパール地震に

より特に甚大な被害を受けたダディン郡、ゴルカ郡、ラリトプール郡、マクワンプール

郡、ヌワコット郡およびラスワ郡において、地震被害を受けた学校施設等の再建・耐震

工事を行うものである。本事業はアジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）との

協調融資で、ADB はバクタプール郡、ドラカ郡、カブレパランチョーク郡、カトマンズ

郡、シンズリ郡、シンドパルチョーク郡、オカルドゥンガ郡、ラメチャップ郡を対象と

する。本事業を通じて、教育環境の復興および支援対象校の耐震性強化の向上を図り、

もって「BBB」実現に寄与し、ひいては同地域の持続的な社会・経済成長にも貢献する

ことを目的としている。 

 

1.2 プロジェクトの概要 

緊急復興支援事業実施支援（TPIS-ERP）は、EHRP および ESRP の円借款コンサルタン

トが雇用されるまでの過渡的な支援事業である。 

                                                        
3 The guiding principle to utilize the reconstruction process to improve living and environmental conditions including 

through integrating disaster risk reduction into development measures, making nations and communities more resilient to 
disasters. 
The guiding principle to use a disaster as a trigger or chance to rebuild resilient society, do not reborn the same vulnerability 
again through the reconstruction process, integrating disaster risk reduction into development measures, making nations and 
communities more resilient to disasters, including to improve living, environmental and livelihood conditions 
出典： Working Text on Terminology Based on negotiations during the Second Session of the Open-ended 

Inter-governmental Expert Working Group on Indicators and Terminology relating to Disaster Risk Reduction, 24 
March 2016 
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(1) 緊急住宅復興事業（EHRP）への実施支援 

業務指示書にある住宅事業の実施促進業務を以下に記す。 

 円借款事業の事業実施マニュアル等の確認 
 事業実施地域における受給者選定 
 資金供与クライテリアの設定 
 研修プログラムの策定および研修の実施 
 資金フローの確認 
 レトロアクティブ融資の基準および貸付実行の支援 
 汚職対策を含む調達研修の実施 
 モニタリング・検査・報告体制の整備 
 環境社会配慮調査 
 世界銀行事業と住宅事業の調整支援 

(2) 緊急学校復興事業（ESRP）への実施支援 

業務指示書にある学校事業の実施促進業務を以下に記す。 

 学校選定基準および手順策定、学校選定 
 各学校における再建計画の策定 
 学校の運営維持管理マニュアルの策定 
 現地施工業者の能力把握、第 2 バッチ以降の適切なパッケージングの提言 
 円借款手続きおよび各種ガイドライン（調達、環境社会配慮、安全対策等）にか

かる研修の実施 
 モニタリング・検査・報告体制の整備 
 レトロアクティブ融資の基準および貸付実行の支援 
 環境社会配慮調査 

 

1.3 他の JICA プロジェクトとの関係 

(1) カトマンズ盆地における地震災害リスクアセスメントプロジェクト（ERAKV） 

2002 年、JICA はカトマンズ盆地における地震被害を軽減することを目的に「カトマン

ズ盆地地震防災対策計画調査」を実施した。本調査は、2015 年 5 月の地震後に、「カト

マンズ盆地における地震災害リスクアセスメントプロジェクト（ERAKV）」として引き

継がれ、ERAKV ではカトマンズ盆地のハザード評価やそれに基づいたリスク評価、社

会状況の変化に伴ったリスク評価結果の改定にかかる体制の強化などを支援した。また、

同プロジェクトでは、地震発生シナリオから想定される構造物への被害が取りまとめら

れた。ERAKV の結果では、ネパールの建築基準（National Building Code：NBC）で想定

されている地震よりも大きな地震が起こり得ることが示されており、構造計算のための

新しい地震係数の必要性が示唆されている。しかし、復興庁（National Reconstruction 
Authority：NRA）の技術グループ（Technical Working Group：TWG）での議論を通じて、
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新しい地震係数がどのような数値になったとしても、NBC とインドの建築基準（Indian 
Standard：IS）をもとに構造計算を行っている低層組積造には大きな影響はないだろうと

判断された。 

(2) ネパール地震復旧・復興プロジェクト（RRNE） 

ネパール政府はネパール地震からの復旧・復興に係る技術協力を日本に要請し、これを

受けて「ネパール地震復旧・復興プロジェクト（RRNE）」が実施されることとなった。

RRNE は、地震災害の緊急復旧・復興プロセスにおいて、日本の災害経験と復興にかか

る教訓を参考にしつつ、被災地域の早期復旧・復興、そしてより災害に強い国および社

会の形成について、その一連のプロセスを包括的に支援することを目的としている。そ

の中でも、RRNE では住宅復興に先立ち、住宅再建に係る技術指針（Minimum 
Requirements：MR）および復興住宅デザインカタログ（Vol.1）等の作成によりネパール

政府を支援してきた。また、NBC および IS と比較しながらノンエンジニアド建築であ

る組積造の構造解析を進めてきた。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 1-1  TPIS-ERP および他プロジェクトの関係 

 

1.4 TPIS-ERP コンサルタント 

先に述べたとおり、TPIS-ERP は EHRP および ESRP のコンサルタントがネパール政府に

よって雇用されるまでの過渡的な支援事業である。 

ESRP への支援は同事業の円借款コンサルタントが雇用された後 2017 年 3 月をもって終

了した。しかし EHRP への支援については、円借款コンサルタントが雇用された 2017
年 4 月以降も継続されることとなった。これは、日本政府が推奨する「Build Back Better」
を実現するため、円借款コンサルタントの業務に含まれない研修プログラムの実施およ

び技術指針ガイドラインの策定の継続が重要視されたためであり、特に後述するコミュ

ニティ動員プログラムの継続のため 2019 年 3 月までの支援継続が決定された。 
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出典： TPIS-ERP 

図 1-2  TPIS-ERP および EHRP コンサルタントの関係  
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第2章 緊急住宅復興事業実施支援（TPIS-ERP） 

 

2.1 ネパール政府による住宅復興プログラムの概要 

ネパール政府は 2015 年 12 月に復興庁（National Reconstruction Authority：NRA）を設立

し、住宅復興プログラムを含む全ての復興事業を NRA の管轄下とすることを決定した。 

住宅復興プログラムは、政府からの住宅再建補助金の給付および被災者自らが住宅再建

を推し進めるオーナードリブンにより、震災により被害を受けた住宅を地震に強い住宅

として再建することを目的としている。プログラムの対象地域は最も被害の大きかった

被災 14 郡およびその他の被災 18 郡である。 

ネパール政府による住宅復興プログラムは、ネパール政府による予算、多国間援助およ

び二国間援助を財源としており、また JICA をはじめとする国際援助機関や NGO による

技術支援もここに含まれる。120 億円の円借款事業である緊急住宅復興事業（EHRP）は、

この住宅復興プログラムの一部として実施されている。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-1  ネパール政府による住宅復興プログラム 
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2.1.1 主要方針 

ネパール政府による住宅復興プログラムは、他国における過去の住宅復興の経験および

成功事例から策定された以下の主要方針に基づいて実施されている。 

(1) 住宅再建補助金給付 

ネパール政府は住宅補助金給付ガイドラインを策定し、その中で一定の基準を満たした

被災者に住宅再建補助金を給付し、被災者は補助金を再建資金の一部として利用し自ら

住宅再建を行うことが定められた。住宅再建補助金は総額 300,000 ルピー4で再建の進捗

に応じて 3 回に分けて、補助金支給対象者の銀行口座に振込む形で給付される。第 1 回

目の 50,000 ルピーは本プログラムへの参加合意書を締結した時点で、第 2 回目の 150,000
ルピーは 1 階床梁を完成し検査に合格した時点で、第 3 回目の 100,000 ルピーは 1 階壁

上部の梁を完成し検査に合格した時点で給付される。各検査では再建された住宅が技術

指針を満たしているかが確認される。 

また、軽微な被害を受けた住宅については、耐震補強のための補助金 100,000 ルピーが 2
回に分けて給付される。第 1 回目補助金 50,000 ルピーは参加合意書を締結した時点で、

第2回目補助金 50,000 ルピーは耐震補強工事が完了し検査員により技術指針に適合した

補強工事が行われたと認められた時点で給付される。 

本住宅復興プログラムの原則として、ネパール政府は住宅再建費用の一部を補助金とし

て給付し、被災者は残りの費用を自己負担することが求められている。例えば、すべて

の建設資材を新規購入した場合 1 階建 2 部屋の石積み組積造住宅で約 700,000 ルピーの

費用がかかるため、住宅再建補助金の 300,000 ルピーとは別に、被災者は 400,000 ルピー

を自己負担する必要がある。 

(2) オーナードリブン 

オーナードリブンによる住宅再建とは被災者自らが再建を推し進める参加型の復興モデ

ルであり、その中では被災者が住宅再建の中心的役割を担い、住宅のデザインや敷地の

選定も被災者自身が決定することになる。このモデルでは、復興の過程の中で、被災者

が伝統的文化的アイデンティティを保つことが可能となると考えられている。オーナー

ドリブンは、政府からの補助金および技術支援と共に被災者自身が住宅再建を行う、本

プログラムの最も重要な方針である。 

(3) Build Back Better（BBB） 

ネパール政府による住宅復興プログラムは、適切な耐震性を備えた住宅を再建すること

で被災者の住環境を回復・改善し、「Build Back Better（BBB）」実現に寄与すると共に、

ひいては同地域の持続的な社会および経済の成長に貢献する事を目的としている。ネ

                                                        
4 住宅復興プログラム開始当初は、補助金額は 200,000 ルピーであったが、その後、2016 年 9 月 26 日に開催され

た NRA ステアリングコミッティにて、補助金額を 300,000 ルピーに増額する事が決定された。 
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パール政府の復興・復旧政策を支える BBB の実現に向けて、NRA は最善の努力を尽く

している。 

(4) 統一したプラットフォームによる事業実施 

ネパール政府の復興・復旧政策では、ネパール政府、国際機関、I/NGO、民間セクター、

コミュニティおよびボランティアが共に住宅復興プログラムを計画し実施することが掲

げられている。 

そのため関係実施機関向けに、住宅復興プログラムの基本的な仕組み、コンポーネント

および活動を含む実施ガイドラインである Project Operation Manual（POM）が策定され

た。POM は主要なドナーと協議の上で策定されており、ネパール政府のみならず世界銀

行、JICA、USAID 等の他のドナーの住宅復興事業にも適用される。 

また、NRA と国際機関および I/NGO の調整機関として HRRP（Housing Reconstruction and 
Recovery Platform）が設立され、援助方針の策定や情報の共有、共通理解の醸成を行う

ための定期的な会議が開催されている。 

このように、政策、ガイドラインおよびマニュアルにより統一された住宅復興プラット

フォームが支援機関に関係なく整備され、全ての補助金支給対象者が平等に補助金を受

け取るような体制が構築された。 

(5) 第三者機関によるモニタリング 

本住宅復興プログラムでは、第三者機関によって住宅復興プログラム全体の品質が確認

されると共に技術支援および品質検査の状況もモニタリングされる。第三者機関は、プ

ログラムの裨益者でも管理者でもない独自の視点により、再建された住宅が技術指針に

適合しているかを含むプログラムのパフォーマンスについてフィードバックを行い、

NRA および他の関係機関に対し本プログラムの改善のための助言となる。 

住宅検査ガイドラインでは、第三者機関により再建および耐震補強された住宅の少なく

とも 5％のモニタリングを行うことが規定されている。 

(6) 適切なコミュニケーションの構築 

コミュニケーションの目的は、被災者および被災コミュニティへ、住宅復興事業に関す

る情報をタイムリーに提供することであり、これにより被災者は住宅再建のための補助

金申込手続きや技術支援を理解することができる。またコミュニケーションは、コミュ

ニティおよびドナーが復興のために協力して働くことをサポートしている。 

NRA のコミュニケーション担当部署は、ポスター、通知、公報、ニューズレター、テレ

ビ番組およびラジオ番組等の、IEC（情報、教育およびコミュニケーション）資料を作

成し、通話料金無料の電話による情報提供サービスを行っている。 
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2.1.2 対象地域 

ネパールの全 77 郡のうち震災の被害のあった 32 郡がネパール政府による住宅復興プロ

グラムの対象地域である。32 郡のうち、14 郡は最も被害の大きかった郡、その他の 18
郡は被害のあった郡として分類されている。 

これらの対象地域のうち、シンドパルチョーク郡およびゴルカ郡の一部は JICA による

EHRP で支援されており、ダディン郡、ヌワコット郡およびドラカ郡は世界銀行および

USAID により支援されている。加えて、400 以上の I/NGO が 32 郡において支援を行っ

ている。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-2  JICA 対象地域 
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2.1.3 住宅復興プログラムの流れ 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-3  住宅復興プログラムの流れ 

(1) 被害状況調査 

ネパール地震による被害状況を確認するために、2017 年 7 月より 3 回に渡って中央統計

局による世帯・家屋被害状況調査が実施された。地震による被害のあった 32 郡の 1, 
052,930 世帯に対し調査が行われ、以下のとおり被害状況に応じて 5 つのグレードに分類

された。 

 グレード 1（被害なし／軽微な被害）  ：101,821 世帯 
 グレード 2（並程度の被害）   ：141,987 世帯 
 グレード 3（大きな被害）    ：204,178 世帯 
 グレード 4（甚大な被害）    ：253,123 世帯 
 グレード 5（全壊）    ：351,821 世帯 
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(2) 補助金受給対象者の選定 

被害状況調査により、グレード 3～5 に分類された世帯が、住宅再建補助金支給対象者と

して選定された。またグレード 2 で主要な補修が必要と判定された世帯およびグレード

3 で軽微な補修が必要と判定された世帯が、耐震補強工事のための補助金支給対象とさ

れた。2018 年 12 月時点において補助金支給対象者は 726, 754 名であった。 

補助金支給対象者となるためには、下記の条件に合致する事が求められている。 

 2015 年 4 月 25 日より前に、正式に他の住宅から分離された単独の住宅である

こと 
 世帯主が国外にいる場合、世帯主との関係性が認められること 
 土地所有者の死亡により所有権の移転が完了していない場合、相続人は死亡届を

提出し、複数の相続人の同意のもとひとりの相続人が補助金支給対象者として認

められること 
 既に再建が始められている場合、被害状況調査に被害状況が記載されており、検

査員により再建住宅が技術指針に適合している事が確認されること 
 敷地測量調査が完了していない場合、敷地測量を実施し、土地所有者証明書が発

行されること 
 前住宅と同じ敷地内および同郡の他の敷地への建設は可 

(3) 技術指針 

住宅再建補助金の受給は、再建された住宅が一定の耐震基準に適合することが条件とな

る。 

2015 年より、都市開発省（MOUD）都市開発建設局（DUDBC）およびネパール地震復

旧・復興プロジェクト（RRNE）チームにより、被災した住宅において最も一般的な工

法である、セメントおよび泥モルタルを使った石およびレンガよる組積造における耐震

性能の改善・向上について協議されてきた。その中で、住宅再建に係る技術指針および

復興住宅デザインカタログ（Vol.1）が作成された。 

その後 2016 年 2 月に、NRA の技術標準化委員会（Technical Standardization Committee）
により技術グループ（Technical Working Group：TWG）が設立された。このグループは、

NRA、TPIS-ERP、HRRP、その他関係機関の建築および構造の技術者によって構成され

ており、TPIS-ERP は主要メンバーとして活動を行った。 

技術グループは下記のガイドラインおよびマニュアルの策定を行った。 

 住宅検査ガイドライン（Inspection Guidelines） 
 住宅検査実施方法マニュアル（Inspection manual） 
 是正処置および例外規定マニュアル（Correction/Exception manual） 
 枠組み組積造検査シート（Inspection sheet of Confined Masonry） 
 耐震補強マニュアル（Retrofitting manual） 
 混構造マニュアル（Hybrid structure manual） 
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 木造および軽量鉄骨造マニュアル（Light Timber/Steel Frame structure manual） 
 コンプライアンスカタログ（Compliance Catalogue） 
 コンクリートブロック造マニュアル（Hollow Concrete Block Manual） 

(4) トレーニング 

住宅復興プログラムにおいて、耐震住宅に関するトレーニングを受けた職人（石工およ

び大工）が 65,000 人必要であると試算されており、これらの職人を育成するために、2016
年 11 月に NRA は住宅復興プログラムのためのトレーニング戦略を策定した。 

石工トレーニングは、技術教育・職業訓練協会（Council for Technical Education and 
Vocational Training：CTEVT）、MOUD DUDBC、JICA、Helvetas、NSET、UNDP、UN Habitat、
スイス開発協力機構（SDC）、イギリス国際開発省（DFID）、ドイツ国際協力公社（GIZ）
等により実施された。 

(5) 住宅再建補助金申込会（エンロールメント・キャンプ） 

本申込会を通じて、ネパール政府と住宅再建補助金支給対象者の間で住宅復興プログラ

ムへの参加合意書が締結され、参加者は地震に強い住宅を建設することを約束すること

になる。住宅復興プログラムへ参加するために必要な要件は、市民カード、土地証明書

および銀行口座を保有していることである。 

NRA は申込手続きを一定の期間に特定の会場で行うことを計画し、2016 年 3 月に最初

の住宅再建補助金申込会（エンロールメント・キャンプ）がドラカ郡で実施され、その

後他の郡へ展開された。エンロールメント・キャンプの実施に先立って、申込者にとっ

て必要な情報は、各コミュニティでの啓発活動や演劇などによって周知され、またキャ

ンプの期間中は会場にて耐震住宅のデザイン案や技術指針についての技術的な情報が提

供された。 

また、キャンプ中には、補助金支給対象者に選定されなかった被災者等の苦情受付も実

施された。 

2018 年 12 月末までに、最も被害の大きかった 14 郡において 650, 411 世帯、その他の 32
郡で 743, 768 世帯が参加合意書を締結した。 

(6) 住宅再建 

本住宅復興プログラムでは、政府による住宅再建補助金を住宅再建資金の一部として、

政府からの技術支援を受けつつも被災者自らが住宅再建を行うことが求められている。

基本的には、被災者自身が建設資材および石工等の職人を手配する必要がある。 

(7) 検査 

住宅検査ガイドラインに基づき、検査および補助金給付は以下の通り行われる。 
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1) 1 階床梁完成後 

1 階床梁の完工後、技術検査チームによって 1 回目の検査が実施され、技術指針に適合

する場合、受益者は第 2 回目補助金を受領できる。 

2) 1 階壁上部梁完成後 

1 階壁上部梁完工後、技術検査チームによって 2 回目の検査が実施され、技術指針に適

合する場合、受益者は第 3 回目補助金を受領できる。 

3) 屋根完成後 

屋根完成後、技術検査チームによって最終検査が実施され、技術指針に適合する場合、

受益者は完工証明書を受領できる。住宅が技術指針に適合しない場合は、受益者は住宅

を補修しなければならない。 

(8) 住宅補助金の給付 

住宅再建補助金は総額 300,000 ルピーで、第 1 回面で 50, 000 ルピー、第 2 回目で 150,000
ルピー、第 3 回目で 100,000 ルピーが給付される。第 2 回目および第 3 回目は、DLPIU
エンジニアによる検査後、DLPIU（Building）による技術的検証が行われ、DLPIU（GMaLI）
および郡会計監査事務所（District Treasury Comptroller Office：DTCO）の確認、そして省

庁予算管理システム（Line Ministry Budget Information System：LMBIS）による最終検証

が実施された後に給付される。被害の大きかった 14 郡のうちカトマンズ盆地を除く 11
郡において、被害状況調査時に銀行口座を保有していたのは人口の約 20％であったが、

このプログラムによって全ての受益者が銀行口座を開設することとなった。 

(9) 完工証明書の発行 

最終検査により再建された住宅が技術指針に適合することが確認された後に、市

（Nagarpalika：NP）もしくは農村市（Gaunpalika：GP）が完工証明書を発行する。 

(10) 管理情報システム（MIS） 

住宅再建の進捗状況をモニタリングするため、管理情報システム（Management 
Information System：MIS）が NRA によって開発された。MIS は受益者の選定、参加合意

書締結、検査および補助金の給付を効率的に管理できるだけでなく、調査時に収集され

た写真およびデータの保存や表示、検索等も行うことができる。MIS は財務省の LMBIS
および政府統合データセンター（Government Integrated Data Center：GIDC）とも連携し

ている。許可を与えられた関係者は直接 MIS にアクセスし最新情報を入手することが可

能である。 
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2.1.4 ガイドライン 

(1) プログラム実施マニュアル (POM) 

本マニュアルは 2016 年に NRA によって、住宅復興プログラムの内容、仕組みおよび活

動を網羅した実施マニュアルとして作成された。本マニュアルの規定は、ネパール政府

や JICA といった資金源に関係なく、住宅復興プログラムに関連する全てのプロジェク

トに適用される。 

(2) 住宅再建補助金給付ガイドライン 

本ガイドラインは 2016 年 5 月に NRA により補助金給付を管理するためのガイドライン

として作成された。補助金支給対象者の要件等も含まれる。 

(3) 住宅検査ガイドライン 

2016年 11月にNRAによって「住宅再建のための住宅検査ガイドライン」が作成された。

本ガイドラインには再建された住宅が技術指針に適合しているか検査する方法が明記さ

れており、検査員は統一された基準で検査することが可能となった。 

(4) NGO 動員ガイドライン 

本ガイドラインは、I/NGO による被災者への支援を効率的なものとするため、2016 年 3
月に NRA により策定された。その後本ガイドラインは 2017 年 4 月に改訂された。 

(5) 苦情処理手続き 

2016 年 8 月、地震後の住宅、インフラ、経済および社会の復興に関する国民の苦情を効

率的に管理し解決することを目的とし、NRA は「復興に関わる苦情処理のための作業手

順書」を策定した。 

(6) 無利子ローンの手続き 

NRA は 2017 年 6 月に無利子ローンとして最大 300, 000 ルピーを提供するため「コミュ

ニティ保証に関する地震被害者に無利子ローンを提供するための作業手順」を策定した。 

(7) 居住用地の購入要件 

「地震被災者に適した土地を購入するための要件」は 2017 年 6 月に策定され、用地購入

に関する要件および申込書の形式が規定されている。 

(8) 移転手続き 

地質調査により危険があると判断された居住地について、居住地の移転とその後の再建

を管理するため、NRA は 2017 年に「危険にさらされている居住地の移転および復興の

ための作業手順」を策定した。 
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(9) 社会的弱者に対する支援手続き 

2018年に NRAは「被災した社会的弱者の特定に関する作業手順」を策定した。対象と
なるのは、世帯主が 65歳以上の独身女性、70歳以上の男性、16歳未満の子供、および
ネパール政府によって身体障害があると認定された者の場合である。 

(10) 銀行ローンの利率低減手続き 

2018年、ネパール政府は「ソフトローンの利子低減を行うための統合作業手順」を策定
した。本手続きは PA に署名したが貧困のため再建を継続できなかった被災者を対象と
しており、補助金により銀行ローンの利率を 2％まで低減する。 

(11) 再調査作業手順 

未調査、もしくは調査されたものの受益者として登録されなかったため苦情を申し立て

た被災者を対象として、2018年、NRAは「再調査作業手順」を策定した。再調査は現地
のエンジニアによって実施される。 

 

2.2 緊急住宅復興事業の概要 

ネパール政府による住宅復興プロジェクトの一環である、緊急住宅復興事業（Emergency 
Housing Reconcstruction Project：EHRP）は 120億円の JICA円借款事業であり、ゴルカ郡
およびシンドパルチョーク郡の一定の耐震基準を満たした住宅を対象に補助金を給付す

るものである。 

2.2.1 対象地域 

当初、本プロジェクトの対象地域は以下 47 の農村開発委員会（Village Development 
Committee：VDC）であった。 

 ゴルカ郡：16VDC 
G1) Barpak, G2) Hansapur, G3) Jaubari, G4) Kerabari, G5) Muchhok, G6) Saurpani, 
G7) Shreenathkot, G8) Simjung, G9) Baguwa, G10) Masel, G11) Panchkhuwa Deurali, 
G12) Pandrung, G13) Swara, G14) Takukot, G15) Takumajh Lakuribot and G16) Taple 

 シンドパルチョーク郡：31VDC 
S1) Barhabise, S2) Dhuskun, S3) Fulpingdanda, S4) Fulpingkot, S5) Gati, S6) Karthali, 
S7) Maneswnara, S8) Mankha, S9) Ramche, S10) Batase, S11) Bhotasipa, S12-1) 
Chautara, S12-2) Kubhinde, S12-3) Pipaldanda, S12-4) Sanusiruwari, S13) Irkhu, S14) 
Kadambas, S15) Sangachok, S16) Syaule Bazar, S17) Thulo Sirubari, S18) Bhotechaur, 
S19) Dubachour, S20) Haibung, S21-1) Bansbari, S21-2) Fatakshila, S21-3) Jyamire, 
S21-4) Melamchi, S21-5) Sikhapur, S21-6) Sindhukot, S21-7) Talamarang and S22) 
Thakani 
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2017 年 3 月、連邦制への移行に伴い、VDC は市（Nagarpalika：NP）および農村市

（Gaunpalika：GP）に属する区として再編成された。したがって、対象地域は、ゴルカ

郡およびシンドパルチョーク郡における以下 11 市 62 区に変更された。 

 ゴルカ郡：5 市 18 区 
Ajirkot GP, Bhimsen GP, Gorkha NP, Siranchok GP and Barpak Sulikot GP  

 シンドパルチョーク郡：6 市 44 区 
Balefi GP, Barhabise NP, Chautara NP, Indrawati GP, Melamchi NP and 
TripuraSundari GP 



緊急復興支援事業実施支援【有償勘定技術支援】（ファスト・トラック制度適用案件） 
ファイナル・レポート（住宅事業）要約版 

 

2-12 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-4  対象地域（ゴルカ郡） 
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2.2.2 TPIS-ERP による技術支援 

(1) 制度整備支援 

TPIS-ERP は世界銀行および他ドナーと協調し、ネパール政府による住宅復興プログラム

の制度の整備段階で、下記の支援を行った。 

 プログラム実施マニュアル(POM)の作成および見直し 
 耐震住宅の品質管理システム 

o 住宅所有者、石工および政府機関の技術者のための訓練システムの開発 
o 検査システムの開発 
o 住宅補助金給付システムの開発 

 コミュニケーション管理 
 エンロールメント・キャンプの管理 
 苦情処理システム 
 環境社会配慮（ESMS） 
 管理情報システム（MIS） 

(2) 中央での技術的支援 

ネパール政府による住宅復興プログラムを円滑に実施するため、NRA は技術グループを

設立し、その中で TPIS-ERP は中枢のメンバーとして、以下のガイドラインやマニュア

ルの作成を行ってきた。 

 復興住宅デザインカタログ（Vol.1） 
 組積造および RC 造の技術指針（Minimum Requirements：MR） 
 是正処置および例外規定マニュアル（Correction/Exception Manual） 
 混構造マニュアル（Hybrid Structure Manual） 
 木造および軽量鉄骨造マニュアル(Light Timber/Steel Frame Structure Manual) 
 住宅検査ガイドライン（Inspectoin Guideline） 
 住宅検査実施方法マニュアル(Inspection Manual) 

以下は TPIS-ERP が作成した技術資料である。 

 石工用住宅再建ハンドブック 
 住民用住宅再建ハンドブック 
 技術指針ハンドブック 
 住宅再建補助金給付手続きの図解ポスター 
 現場服装安全管理図解ポスター 
 技術指針に Correction/Exception の説明を追加した図解ポスター 
 石工用トレーニングのカリキュラムおよび教材 
 住宅再建トレーニングカリキュラムおよび教材 
 DLPIU エンジニア用トレーニングのカリキュラムおよび教材 
 CMP 用のカリキュラムおよび教材 
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(3) 現場での技術的支援 

エンジニアおよびソーシャルモビライザーで構成される技術支援チーム（TA チーム）

は、モバイルメイソンと共に現場で受益者を支援している。TA チーム 1 チームにつき 1
または 2 つの区を担当し、モバイルメイソン 1 人につき約 100 人の受益者を担当する。

エンジニアは住宅タイプ、レイアウト、コストおよび技術指針に関する技術的支援を、

ソーシャルモビライザーは家族やコミュニティに関する問題を担当し、モバイルメイソ

ンは住宅再建のために現場で実働するだけでなく未熟練労働者の訓練も実施する。 

(4) モニタリングおよび報告 

TPIS-ERP コンサルタントは、現場からの定期報告書により、住宅再建の進捗状況、モバ

イルメイソンによる技術支援の状況および住宅再建を阻害する課題をモニタリングして

きた。受益者の個人情報および住宅再建に関する情報は、データベースとして集積され、

技術的および財務的な分析に活用された。報告システムは住宅復興事業の進捗によって

以下のとおり改定された。 

表 2-1 報告システム 

Period Report Contents 
Mar 2017 – Jul 2017 Monthly Report Reconstruction Progress by VDC 

Aug 2017 – Feb 2018 Bi-weekly Report Reconstruction Progress by VDC 
Training Status 
Community Mobilization Program Status 

Mar 2018 – Jul 2018 Weekly Report Reconstruction Progress by VDC 
Issues 

Aug 2018 – Oct 2018 Weekly Report Reconstruction Progress by VDC 

Bi-weekly Report Reconstruction Progress Graph 
Issues 
Actions 

Nov 2018 – Jan 2019 Bi-weekly Report Reconstruction Progress by Ward 
Reconstruction Progress Graph 
Reconstruction Stage (detailed progress) 
Reconstruction Status (detailed issues) 

出典： TPIS-ERP 

2018 年 11 月から採用されている隔週レポートでは、56,532 名の受益者を、13 の進捗段

階および 146 項目の状況に分類している。これに基づいて、中央コンサルタント、TA
チームおよびモバイルメイソンは、どのような事由が再建の進捗を妨げている要因であ

るかを分析し、必要な対応策の検討に役立てた。 
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2.2.3 資金フロー 

(1) 資金の流れ 

以下に、JICA からのディスバースメントフローと受給者に対する補助金の資金フローを

示す。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-6  資金フロー 
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1) 第 1 回目補助金支給の流れ 

a) 補助金受給要件 

エンロールメント・キャンプにて、補助金需給適格世帯主と VDC セクレタリーとの間

で住宅復興プログラム参加合意書の署名を行う。 

b) 書類および資金の流れ 

補助金受給適格世帯は VDC セクレタリーと参加合意書（正本 2 部）を締結し、一部は

VDC に、残りの一部を受益者が保管することになっている。 

VDC セクレタリーは、参加合意書を締結した受益者の一覧（氏名、参加合意書番号、身

分証明書番号、受益者の父親の氏名、市民番号等が含まれる）を郡調整委員会（District 
Coordination Committee：DCC）および DLPIU（GMaLI）に提出する。 

DCC は補助金受給適格世帯一覧と照合し、確認した上で郡会計監査事務所（DTCO）に

対して受益者リストと併せて送金指示書（Payment Order：PO）を発行する。 

DTCO は、DCC から受け取った受益者リストと、中央会計監査事務所（Financial 
Comptroller General Office：FCGO）の管理するネパール政府保有の電子システム

（Integrated Financial Management Information System：IFMIS）上のデータを照合し、過去

に同じ PA 番号の者が受給したことが無いか重複需給等を確認し、承認済み PO を併せ

て各参加金融機関宛の小切手を発行する。なお、本来地方の開発に係る資金は、郡開発

資金（District Development Fund：DDF）から拠出されることになっているが、本プロジェ

クトでは、国家プロジェクトとしての位置付けにより DTCO の権限に基づき拠出されて

いる。このため、各郡に設置された政府の出納を司る DTCO にて、ゴルカ郡では国営ラ

ストリヤバニジヤ銀行（Rastriya Banjiya Bank：RBB）、シンドパルチョーク郡では国営

ネパール銀行（Nepal Bank Limited：NBL）の DCC が保有する口座から DTCO の発行す

るバルクチェック（各 VDC における指定銀行毎の受給者に対する大口チェック）にて

補助金が支出されることになっている。 

更に、右小切手および PA 番号が付されている受益者リストを受け取った銀行は、既に

開設済みの各受益者名義口座に所定の金額を振り分け、入金する。必要書類（本人であ

ることを証明する写真、住民票、参加合意書）を持参した受益者に対しては、銀行はこ

れらの写しを取った上で補助金の引き出しを認める。 

なお、アクセスの悪く、情報が行き届いていないゴルカ郡では、このような必要書類を

事前に準備できなかった世帯も多く、数時間徒歩で銀行に出向いても補助金を引き出せ

ないで、家に戻らなくてはならなかった世帯が、発生している。 

このため、VDC では高齢の世帯主や世帯主が海外へ出稼ぎで不在の場合なども含め、

VDC から DCC 宛てに委任状を発行し DCC は銀行と調整し、その委任状を銀行に持って

行けば代理人が世帯主の口座から支援金を引き出すことができるようになった。 
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2) 第 2 回目、第 3 回目補助金支給の流れ 

第 1 回目補助金の場合、VDC セクレタリーが締結した参加合意書に基づき DLPIU
（GMaLI）は補助金支給の手続きを行うのに対し、第 2 回目補助金以降の場合は第 1 回

目補助金の署名された参加合意書とは異なり、DLPIU（Building）の検査員が住宅を検査

し、再建家屋が技術指針を満たすと判断した合格検査証が補助金支給の根拠資料となる。 

(2) 支払手続き 

JICAの貸付実行に関するファイナンシャルメカニズムについて、当初中央銀行からDCC
を経ずに直接郡の銀行にディスバースする方式を世銀と共に現地政府側に働き掛けてい

たが、政府の推奨する郡を介して個人に資金をディスバースするという方式と対立して

いた。 

しかしながら、住宅再建は銀行が少ない遠隔地を含むことから、住宅ファイナンスの手

続きを DLPIU（GMaLI）の管理下に置く必要性があるため、従来の地方開発で採用され

ている DTCO の監査を受けながら DDF 経由で受益者に支払いを行うことが、妥当であ

るとの見解に世界銀行も至っている。ただし、本プロジェクトの場合は、地方開発とは

異なり、国家的なプロジェクトであることから、DTCO の認証が必要になっている。 

一方、地方をベースにした支払いに関しては、政府から権限を委譲された以下の 3 つの

国立銀行を介して取引することが決められた。 

 国営ラストリヤバニジヤ銀行（Rastriya Banijya Bank：RBB） 
 国営ネパール銀行（Nepal Bank Limited：NBL） 
 国営農業開発銀行（Agricultural Development Bank Limited：ADBL） 

民間の銀行に関しても、上記の 3 銀行を介して取引が行われる仕組みとなっている。た

だし、民間の銀行に関しては、すべての銀行が取引を許可されるわけではない。 

上記を踏まえた JICA の貸付実行に関するファイナンシャルメカニズムは、以下の図の

ような計画となっていた。 
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Abbreviation: D/A (Designated Account), LC (Local Currency) 

出典： TPIS-ERP 

図 2-7  貸付実行に関するファイナンシャルメカニズム（国立銀行口座経由） 

 

政府系の 3 銀行の支店が存在する VDC に関しては、その支店に受益者が口座を設ける

ことで、支払いを受けることが可能である。以下に当初計画されていた受益者への支払

いフローの図を示す。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-8  インスペクション時における支払いフロー 
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MIS には、世帯・家屋被害調査による支援金対象者の詳細なデータが既に登録してあり、

また、第 1 回目補助金を受給した全世帯に関しても登録済みである。住宅再建補助金申

込会において参加合意書に署名した世帯の電子データ（参加合意書のスキャンコピー）

は、シンドパルチョーク郡およびゴルカ郡で、順次 MIS にアップロードされている。 

一方、住宅再建補助金の支給と密接な関係にあるインスペクションに関しても、当初は

タブレットの端末に調査結果を入力し MIS に瞬時にアップロードすることで、ファイナ

ンスのデータと照合する仕組みを目指していたが、検査員に配布するだけの十分なタブ

レットが用意されていないこと、地方においてはインターネットへのアクセス状況が良

くないことから、MIS へのアップロードは進められていない。基本的には紙のチェック

シートに手書きで情報を記入しており、そのシートの写真による画像データをゴルカ郡

では収集しており、画像の印刷コピーをシンドパルチョーク郡では収集している状況で

ある。 

DCC と DTCO の情報に基づき、第一回目のインスペクションに合格した世帯の情報は、

EHRP の MIS チームによって MIS に既にアップロードが開始されているが、検査証にお

ける対象家屋の土地登記番号や世帯主の口座番号などの記入漏れ、検査証のスキャンコ

ピー、再建された住宅の証明写真のデータ収集など、必要以上に多くの時間を費やすこ

とになっている。 

EHRP のファイナンシャルチームでは、補助金需給の対象になっている世帯と DCC によ

る PO および DTCO から参加金融機関への支払い情報のクロスチェックを継続して実施

している。各参加金融機関は DTCO からの支払いを受けた後（具体的にはチェックを受

領した後）、補助金受給対象者への口座へ入金し、NRA の MIS に支払い情報をアップ

ロードする必要がある。NRA と銀行協会の合意文書に従い、参加金融機関は第 1 回目補

助金の支払い情報を MIS へアップロードすることにより、手数料を受領することができ

る。これまで、第 2 回目、第 3 回目補助金の支払い情報アップロードが遅延しており、

その理由は第 2 回目、第 3 回目のアップロードにあたって手数料支払いがないことや、

MIS システムの煩雑さ等であった。しかし、NRA は EHRP の MIS Expert の支援により、

MIS をより情報をインプットしやすいユーザーフレンドリーなシステムに改良し、各参

加金融機関への早急なアップロードを働きかけたことにより、状況は大幅に改善され、

多くの参加金融機関が第 2 回目、第 3 回目の支払い情報を追加アップロードした。 

なお、銀行が存在しない VDC や口座を開設できない受益者に対しては、モバイルバン

キングの検討や、DFID が進めているブランチレス・バンキング方式の採用に関して NRA
にて検討していたが、銀行手数料に関する予算措置の問題で、実行されていない。その

後、政府系銀行だけではなくクラス A～C までの銀行を含めて各 VDC における担当銀行

が公認されている。 
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2.3 緊急住宅復興事業の進捗 

2.3.1 緊急住宅復興事業の進捗 

2018 年 12 月末時点での住宅再建状況および住宅再建補助金支給状況を以下に示す。 

(1) 住宅再建補助金支給対象世帯 

2018 年 12 月末時点での JICA 対象地域における住宅再建補助金支給対象世帯は、56,532
世帯である。（ゴルカ郡：15,187 世帯、シンドパルチョーク郡：41,345 世帯） 

(2) 参加合意書締結 

上記補助金支給対象世帯のうち、参加合意書を締結した世帯は、55,699 世帯（98.5％）

である。 

(3) 住宅再建および検査進捗状況 

 1 階床梁レベル   ：52,794 世帯（93.4％） 
 第 1 回目検査   ：52,334 世帯（92.6％） 
 1 階壁上部梁レベル  ：46,496 世帯（82.2％） 
 第 2 回目検査   ：44,090 世帯（78.0％） 
 屋根工事完了   ：43,854 世帯（77.6％） 
 最終検査    ：6,712 世帯（11.9％） 
 完工証明書   ：2, 436 世帯（4.3％） 

(4) 住宅再建補助金支給状況 

 第 1 回補助金（50,000NPR） ：55,570 世帯（98.3％） 
 第二回補助金（150,000NPR） ：50,499 世帯（89.3％） 
 第三回補助金（100,000NPR） ：40,355 世帯（71.45％） 
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(5) 構造別割合 

JICA 対象地域における住宅構造の割合は、石積組積造泥モルタル（SMM）構造 48.3％、

レンガ積組積造セメントモルタル（BMC）構造 34.5％、鉄筋コンクリート（RCC）構造

13.4％である。レンガ積組積造泥モルタル（BMM）、ハイブリッド、木造および軽量鉄

骨構造は、ごく少数であった。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-10  再建住宅の構造別割合 (n: 44,210) 

 

(6) ジェンダー別進捗 

56,532 人の受益者のうち 12, 419 人（21.9％）が女性世帯主である。第 1 回目補助金の給

付率は、女性世帯主は 95.0％であるのに対し、男性世帯主は 99.2％である。着工率は女

性世帯主で 92.9％、男性世帯主で 94.2％である。第 2 回目補助金の給付率は女性世帯主

で 84.6％、男性世帯主で 90.7％である。第 3 回目補助金の給付率は女性世帯主で 67.5％、

男性世帯主で 72.5％である。完工率について、女性世帯主で 76.6％、男性世帯主で 77.8％
である。女性世帯主の再建進捗状況は男性世帯主よりも僅かに低い。女性世帯主は通常

の家事労働に多くの時間を費やす必要があるため、男性世帯主と比較すると着工開始が

遅く、再建に充てることができる時間が少なかったと思われる。 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-11  ジェンダー別進捗 

 

(7) 社会的弱者の進捗 

1) 社会的弱者の定義 

2017 年 4 月、NRA はネパール地震の影響を受けた社会的弱者の特定に関する手続きに

基づき、社会的弱者に該当する受益者の定義を以下の通り発表した。 

 65 歳以上の独身女性 
 70 歳以上の高齢者 
 16 歳未満の孤児 
 ネパール政府から障害者カード（赤と青のみ）を支給された障害者 

上記基準に基づき、NRA はウェブサイトに公開したリストにある受益者 54,443 世帯の

うち 885 世帯を社会的弱者として特定した。2018 年 12 月時点、受益者総数は 56, 542 世

帯であるが、NRAは社会的弱者に該当する受益者を54, 443世帯の中から特定している。 

2) 社会的弱者の状況 

第 1 回目補助金の給付率は社会的弱者で 87.8％であり、非社会的弱者より 10.7％低い。

着工率は社会的弱者で 87.0％であり、非社会的弱者より 7.0％低い。第 2 回目補助金の給

付率は社会的弱者で 72.9％であり、非社会的弱者より 16.7％低い。第 3 回目補助金の給

付率は社会的弱者で 47.7％であり、非社会的弱者より 24.1％低い。完工率は社会的弱者

で 62.8％であり、非社会的弱者より 15.0％低い。 

社会的弱者の再建状況は全体的に非社会的弱者よりも低い。政府によって特定された社

会的弱者は、人的資源、物的資源、および資金が不足しており、着工が遅れていた。モ

バイルメイソンによる特別な支援により、着工率は徐々に増加している。 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-12  社会的弱者の進捗 

(8) 負債の状況 

受益者全体のうち 43,854 世帯が 2018 年 12 月末時点で完工している。それらの世帯のう

ち43,416世帯から以下の建設費用に関する情報を収集している。一般的にネパールでは、

エンジニアやソーシャルモビライザーによる形式ばったヒアリングで、家計に関する情

報を正確に得ることは難しい。そのため TPIS-ERP では、住民のことをよく知っている

モバイルメイソンが通常の会話を通じてこれらの情報を収集した。モバイルメイソンの

聞き違いや住民の質問に対する理解度により、全てのデータが正確ではない可能性があ

るが、本データにより全体の傾向は把握できる。 

 調査対象受益者の総数  ：43,416 世帯 
 平均建設費用  ：633,330 ルピー 
 ローンを組んだ受益者  ：28,075 世帯 
 ローン総額  ：7,586,650,000 ルピー 
 平均ローン金額  ：270,228 ルピー 
 平均ローン金利  ：21.9％ 

平均建設費用が633,330ルピーであることから、政府から支給された300,000ルピーの他、

受益者は 333,330 ルピーの資金を別途用意する必要があった。その内訳として、270,228
ルピーがローンによって賄われ、残り 63,102 ルピーが自己資金によって賄われた。 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-13  建設費用（n:43,416） 

出典： TPIS-ERP 

図 2-14  ローン金額（n:43,416） 

  
出典： TPIS-ERP 

図 2-15  ローン金利（n: 28,077） 

出典： TPIS-ERP 

図 2-16  ローンの貸主（n: 28,077） 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-17  建設費用別ローン金額の割合 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-18  ローン金額別ローン金利の割合 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-19  貸主別ローン金額の割合 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-20  貸主別ローン金利の割合 
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2.4 TPIS-ERP の成果 

 

出典： TPIS-ERP 

図 2-21  コンサルタントによる活動および成果物 
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2.4.1 TPIS-ERP 契約業務の進捗 

以下に、契約書の附属書 II「特記仕様書」の「7．業務の内容（2）現地業務【住宅事業

の実施促進業務】」による達成すべき項目とその進捗状況（2018 年 12 月現在）を示す。 

表 2-2 達成すべき項目（特記仕様書） 

達成すべき項目 進捗状況 達成率 
1) 円借款事業の事業実施マニュアル等の

確認 
Program Operations Manual（POM）の更新を随時モニ
タリングしている。 

100％ 

2) 住宅事業実施地域における受給者選定 NRA が世帯・家屋被害調査結果から被害状況により
受給対象者選定済み。コンサルタントは受給対象者選
定に係る不服申し立てのモニタリングを継続した。 

100％ 

3) 資金供与クライテリアの設定 全ての受給対象者は補助金を受給できるため、資金供
与クライテリアは検討されなかった。 

該当せず 

4) 研修プログラム策定および研修の実施 コンサルタントは以下のトレーニングを実施した。 
 住民トレーニング 
 石工トレーニング 
 DLPIU エンジニアトレーニング 
 モバイルメイソントレーニング（補修） 
 コミュニティ動員プログラム 

100％ 

5) 資金フローの確認 コンサルタントは中央での資金フローおよび各郡に
おける資金フローの流れを確認した。 

100％ 

6) レトロアクティブ融資の基準および貸
付実行の支援 

L/A 発効前の支出に対する融資は発生しなかった。 該当せず 

7) 汚職対策含む調達研修の実施 コンサルタントはアドバンス方式の資金フロー、およ
び貸付実行に伴う証憑の管理について研修を実施し
た。汚職対策に関しては、DLPIU Engineer を対象とし
た Inspection Training に織り込み、研修を行った。 

100％ 

8) モニタリング・検査・報告体制の整備 コンサルタントは以下のガイドライン等を作成し、モ
ニタリング・検査・報告体制を整備した。 

 技術指針 
 検査ガイドライン 

100％ 

9) 環境社会配慮 － － 
(ア) ベースとなる環境社会配慮の状

況 
住宅セクター各対象郡の郡レベルでの自然環境・社会
環境ベースライン情報を現地再委託により収集した。 

100％ 

(イ) 相手国政府側の環境社会配慮制
度・組織の確認 

ネパール国環境社会配慮制度・組織に関する情報を現
地再委託により収集した。 

100％ 

(ウ) 環境社会配慮面のサブプロジェ
クト選定基準・手続きの確認 

原則としてカテゴリーA に相当するサブプロジェク
トは除外するなど、後述する ESMS チェックリスト
作成において確認した。 

100％ 

(エ) 実施期間の環境社会配慮能力に
係る調査実施、（不足している場
合）強化策の提案およびモニタリ
ング計画の提案 

ESMS 実施に関するモニタリング計画案を策定し試
験的に実施した。 

100％ 

(オ) ESMS チェックリストの作成 ESMSチェックリストを作成した。JICAおよびネパー
ル政府側で承認済。 

100％ 

(カ) 世界銀行の住宅事業における環
境社会配慮の方針の確認 

定期的に聞き取りを行い、情報交換を行った。 100％ 

(キ) 必要な場合、サブプロジェクトの
環境社会配慮・確認の支援 

統合された集落に対して技術支援を行った。 100％ 

(ク) 必要な場合、先住民族計画フレー
ムワーク案の作成および提案 

先住民族に関する課題は報告されなかった。 該当せず 

10) 世界銀行事業と住宅事業の調整支援 世界銀行だけではなく、他ドナーおよび NGO 等と調
整を実施した。 

100％ 

出典：TPIS-ERP 
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2.4.2 ガイドラインおよびマニュアル 

(1) 住宅復興プログラムにおける耐震基準＝技術指針（Minimum Requirements：MR） 

住宅復興プログラムでは当初、BBB に基づく住宅再建に関して、ネパール政府と JICA
間で以下のような意見の相違があった。 

 ネパール政府：NBC200 番台に準じて住宅を再建することがすなわち BBB の概

念に一致すると考えており、復興住宅カタログには、石積みおよびレンガ積み組

積造泥モルタルが含まれていた。 
 JICA： BBB の概念、NBC202 および工学的実証試験に基づいた、石積みおよび

レンガ積み組積造セメントモルタルを提案した。 

上記の相違を考慮し、コスト、ワーカビリティー、実現可能性、および持続可能性を検

討したうえで、住宅再建計画で対象とすべき範囲を議論した。 

2016 年 2 月、第 2 回国内委員会が開催され、RRNE プロジェクトチームは構造計算およ

び解析結果を説明し、議論の結果、日本側は BBB に合致する耐震基準は NBC105 であ

り、耐震性は構造計算によって検証すべきであると結論付けた。 

2016 年 2 月 23 日、NRA は技術標準化委員会を設立した。委員会と RRNE チームは住宅

復興プログラムにおける耐震基準について議論し、RRNE チーム主導の下、NBC105 に

基づく技術指針（Minimum Requirements：MR）を策定することとなった。技術指針は、

敷地選定、住宅形状/サイズ、材料、基礎、垂直部材、床梁、壁、ドア/窓、水平部材、

および屋根の 10 項目から構成されている。 

以下の構造別に 4 種の技術指針が作成された。 

 石積み組積造セメントモルタル（Stone masonry with cement mortar：SMC） 
 レンガ積み組積造セメントモルタル（Brick masonry with cement mortar：BMC） 
 石積み組積造泥モルタル（Stone masonry with mud mortar：SMM） 
 レンガ積み組積造セメントモルタル(Brick masonry with mud mortar：BMM) 

(2) 住宅検査ガイドライン 

住宅品質検査が厳密に実施され、また公平性を保つために住宅品質検査ガイドラインを

NRA、世界銀行と共同で作成し、2016 年 11 月 11 日に政府ガイドラインとして NRA よ

り承認された。このガイドラインには、品質検査の手順、関係機関の役割、そして別紙

として各フォームが付属されている。下表に住宅再建における品質管理検査の手順を表

す。手順概要は以下のとおり。 

1) 住宅再建補助金申込会にて、住民は参加合意書の中で、Annex-3 により住宅タイ

プの選定またはフレキシブルデザインによる建設する旨の記載を行う。 

2) 第 1 回目の補助金 50,000 ルピーを支給。 
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3) 工事開始に伴い、敷地条件に特殊な場合や、問題がある場合は、Annex-4.1（技

術指導申請書）にて技術的指導を受けることができる。検査員は、Annex-5（敷

地選定検査表）を使用し検査を実施する。不備があった場合、検査員は、Annex-4.3
（補修指示書）にて、修復策を提示する。 

4) 1 階床梁の完成後、住民は Annex-4.2 により第 1 回目の検査を依頼し、検査員は

Annex-6（品質検査表）のインスペクションシート（構造種別により異なる）を

使用して検査を行う。 

5) 検査に合格した場合、第 2 回目の補助金 150,000 ルピーを受領する。 

6) 検査で工事品質に不備があった場合、検査員は Annex-7（補修/補強指示書）にて

住民に修復工事内容を指示する。住民は Annex-4.2 により検査を依頼し、修復工

事後、再検査を受ける。 

7) 第 2 回目の検査は、1 階建ての場合は 1 階壁上部梁施工後、複層階の場合は、2
階床施工後に受ける。第 1 回目検査同様、住民は Annex-4.2 により検査を依頼し、

政府エンジニアは Annex-10（品質検査表）のインスペクションシート（構造種

別により異なる）を使用して検査を行う。 

8) 検査に合格した場合、第 3 回目の補助金 100,000 ルピーを受領する。この支給に

より全補助金 300,000 ルピーを受領することとなる。 

9) 検査で工事品質に不備があった場合は第 1回目検査と同様、検査員はAnnex-7（補

修/補強指示書）にて住民に修復工事内容を指示する。住民は Annex-4.2 により検

査を依頼し、修復工事後、再検査を受ける。 

その後、工事竣工（屋根工事終了）に伴い、エンジニアの検査を受け、Annex-13
の工事完了証明書と Annex-14 の完了詳細書が発行される。 

これまで守るべき最低基準として NBC の基本要求事項をまとめた技術指針を基

に品質検査で使用する検査表（インスペクションシート）を作成している。検査

項目は、1. 敷地条件、2. 建物形状、3. 材料、4. 基礎、5. 垂直方向補強部材、

6. １F 床部分梁、7. 壁、8. 開口部、9. 水平方向補強部材、10. 屋根の 10 項目の

基本項目から構成される。 
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住宅検査ガイドライン 住宅検査実施方法マニュアル 

出典：TPIS-ERP 

図 2-22  住宅品質検査基準にかかる資料 

以下に別紙リストを表す。 

 Annex-1: Procedure of housing reconstruction program under the method of 
inspection and responsibility of related agencies. 

 Annex-2: Flow chat of construction and inspection procedure 
 Annex-3:  Type of house selected by beneficiary 
 Annex-4.1: Application form for Technical Assistance 
 Annex-4.2:  Application form for Inspection 
 Annex-4.3:  Correction/Retrofitting order and Inspection form for site selection and 

layout 
 Annex-5:  Form to be filled by the inspector for the certification of Site selection 

and layout for the construction of foundation 
 Annex-6.1:  Form for First technical inspection and certification of category “A” 

and “B” buildings of RCC 
 Annex-6.2(A): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Mud mortar 
 Annex-6.2(B): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Cement mortar 
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 Annex-6.2(C):  Form for First technical inspection and certification of category “C” 
buildings of Brick masonry with Mud mortar 

 Annex-6.2(D): Form for First technical inspection and certification of category “C” 
buildings of Brick masonry with Cement mortar 

 Annex-6.2(E): Form for First technical inspection and certification of category “C” 
buildings of RCC 

 Annex-7:  Correction/Retrofitting order and Inspection form 
 Annex-8:  If the construction of the building is different than that was agreed in 

PA 
 Annex-9:  Inspection for under construction house 
 Annex-10-1:  Form for Second technical inspection and certification of category “A” 

and “B” buildings of RCC 
 Annex-10.2(A): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Mud mortar 
 Annex-10.2(B): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Cement mortar 
 Annex-10.2(C): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Brick masonry with Mud mortar 
 Annex-10.2(D): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Brick masonry with Cement mortar 
 Annex-10.2(E): Form for First technical inspection and certification of category “C” 

buildings of RCC 
 Annex-11:  Recommendation form to be filled by the VDC/Municipality and 

MOUD-DLPIU 
 Annex-12.1:  Form for Final technical inspection and certification of category “A” 

and “B” buildings of RCC 
 Annex-12.2(A): Form for Final technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Mud mortar 
 Annex-12.2(B): Form for Final technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Stone masonry with Cement mortar 
 Annex-12.2(C): Form for Final technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Brick masonry with Mud mortar 
 Annex-12.2(D): Form for Final technical inspection and certification of category “C” 

buildings of Brick masonry with Cement mortar 
 Annex-13:  Building completion certificate 
 Annex-14:  Details of completed houses 
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Annex-6.2(A): Form for First technical inspection and certification of category “C” buildings of Stone masonry 
with Mud mortar 

出典：TPIS-ERP 

図 2-23  検査表例：石積組積造泥モルタル（第 1 回目用） 

(3) 住宅検査マニュアル 

住宅検査ガイドラインの付随資料となる現場での検査方法をまとめた住宅検査マニュア

ルの作成を TPIS-ERP 主導で行った。検査員となる政府雇用のエンジニアを対象とし、

以下の内容で構成される。 

 検査手順と各書類 
 品質検査表（インスペクションシート）の書き方 
 検査表内の各技術項目の検査判定手法 
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出典: TPIS-ERP 

図 2-24  検査手順と各書類の関連図 
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品質検査表の書き方 住宅平面図、断面図等のスケッチの書き方 

 
 

検査方法 判定基準 

出典： TPIS-ERP 

図 2-25  住宅検査マニュアル掲載項目事例 
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(4) 是正処置および例外規定マニュアル 

住宅再建も本格的に始まり、建設現場の多種多様な状況に品質検査も対応するため、

TPIS-ERP が主体となり NRA の技術グループにて是正処置および例外規定マニュアルを

作成した。2017 年 4 月 13 日に技術標準化委員会に承認された後、5 月 9 日に NRA にて

公式に承認された。 

是正処置とは、再建される住宅が耐震基準である NBC105 の耐力を有するよう、技術指

針不適合の部位に対して施す補修手法。新築に限ることにより形式、材料が特定される

ため、建物の部位ごとに補修することにより、建物全体が本来の耐震性能まで回復する

とみなされる。各部位の補修工法は、技術指針と同等の強度が技術委員会で確認された

工法を示す。技術委員会では、構造解析を基に提案された工法や、部分的な不備の場合、

補修により理論的に強度が充足するとみなせる工法に関して、ひとつずつ協議を行なっ

てきた。よって技術委員会で強度が確認されていない工法は、是正処置には含まない。

技術指針不適合の部位に是正処置を施せば、住宅再建補助金の受給資格があるとみなせ

る。 

例外規定とは、NBC 記載されている例外規程。また耐震基準である NBC105 に準じてい

ると技術委員会で認定された工法も含む。技術指針不適合の部位でであっても、例外規

定に適合していれば、住宅再建補助金の受給資格があるとみなせる。 

これにより地震直後より取り組んできた復興住宅の一般的な建築工法である組積造の技

術指針、住宅検査指針、補強方法が整備された。また RCC 造に関しても NRA から技術

指針が組積造と同時期に整備されている。 

  

表紙 内容 
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最低基準と典型的な不適合事例 例外規定と是正処置 

 

 

補修方法事例 補修方法（Step by Step） 

出典：TPIS-ERP 

図 2-26  是正処置および例外規定マニュアル内容 
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(5) 混構造マニュアル 

2017 年に入り住宅の再建が本格化し検査員による住宅検査も開始され、現場から、様々

な建設状況の報告が上がってきた。 

建設工法は、組積造と RCC 造が主体ではあるものの、地域によっては他の工法による建

設が多い地域もある。特に多く建設されていた工法が、1 階を組積造、2 階部分を木造と

した混構造であった。住民も今般の地震で組積造の複層階の建物に被害が多かったこと

も記憶に新しいが、これまでの住環境として複数階の必要性もあり、上部構造を木造等

の軽量な構造で建設しているケースが多い要因としてあげられる。 

このような工法に関しては、耐震性能の検査指針がないため、検査が実施できていない

状況であり、検査基準の策定が喫緊の課題となっていた。 

ネパールの建築基準法には木造に関する規定がないため、日本の建築基準を基に必要壁

量計算法を取り入れ、ネパールの建設工法に適応できる検査手法を構築した。 

混構造マニュアルは、TPIS-ERP が主体となり NRA の技術グループが作成した。2017 年

8 月 31 日に技術標準化委員会にて技術的に承認された後、9 月 24 日に NRA にて公式に

承認された。 

 

 

表紙 内容 
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上部階の軸組構造規定 

 

 

必要壁量計算法 

出典：TPIS-ERP 

図 2-27  混構造マニュアル内容 
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(6) 木造および軽量鉄骨造マニュアル 

ネパールには木材や鉄材を用いた伝統的な住宅が多く存在するため、そのような伝統的

構造を検査するため、本マニュアルが作成された。 

木造および軽量鉄骨造は、上記混構造同様、耐震性能の検査指針がないため、検査が実

施できていない状況であり、検査基準の策定が喫緊の課題となっていた。これまでの混

構造の上層部分のフレーム構造の検討成果をベースに、フレーム構造の耐震性能の評価

手法を確立し、木造や鉄骨造の住宅検査ガイドラインの作成を行った。 

ネパールの建築基準法には木造に関する規定がないため、日本の建築基準を基に必要壁

量計算法を取り入れ、ネパールの建設工法に適応できる検査手法を構築した。 

これにより組積造に代表される壁式構造に加え、柱梁から成り立つフレーム構造が検査

対象になり、ネパールの復興住宅のほとんどの建設工法の住宅検査ガイドラインが整う

ことになり、建築指導や、不備があった場合の是正処置を施すことにより、耐震性能が

確保され、補助金が受給できることとなる。すなわち審査対象工法を広げることにより

着工率をあげることにつながる。 

本マニュアルは、TPIS-ERP が主体となり NRA の技術グループが作成した。2018 年 3 月

18 日に技術標準化委員会にて承認された後、4 月 17 日に NRA にて公式に承認された。 

本マニュアルの目的は検査に関わるエンジニアの教育であり、一般的な建設技術、単純

な計算式、および実践方法について記載されている。 

  

表紙 内容 
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構造種別 

 

 

必要壁量計算法 

出典： TPIS-ERP 

図 2-28  木造および軽量鉄骨造マニュアル内容 
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(7) コンプライアンスカタログ（是正処置および例外規定ハンドブック） 

本カタログは、最低品質基準を満たしていない不適合住宅を対象に修正方法を提供する

ことを目的としている。住宅を再建する際、受益者自ら建設する場合がほとんどであり

建設技術がマニュアルに基づいていないため、求められる修正方法が多岐に渡る。本カ

タログでは、不適合住宅をタイプ別に分類し修正方法を記述するとともに、適合住宅お

よび不適合住宅の参考例を紹介している。修正が行われた住宅については、再検査を経

て、住宅補助金を受領することができる。 

  

表紙 内容 
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適合住宅 不適合住宅 

 

 

補修方法 補修された住宅 

出典: TPIS-ERP 
図 2-29  コンプライアンスカタログ内容 
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2.4.3 トレーニング 

従来よりも質の高い住宅再建を促進するために、適切な建設技術の普及および住宅再建

補助金システムの周知が必要とされることから、NRA の要望に応える形で、石工および

住民を対象とした研修事業を実施してきた。なお、同様に NRA からの要望を受け、研

修事業の一部として、エンロールメント・キャンプの実施支援も行った。 

TPIS-ERP では、次表に示すトレーニングを再委託業務として実施した。 

表 2-3 TPIS-ERP 実施のトレーニング一覧 

No. 概要 受講者 契約期間／ 
状況 

再委
託先 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 1） 
 

石工トレーニング（座学および実技、
6/7 日間）を 9 回 

石工 282 人（男性 280 人、女
性 2 人） 

2015 年 10 月
～2016 年 6 月 

TCN 

住民トレーニング（座学、現場見学、
演劇鑑賞、1 日）を 17 回 

住民 711 人（男性 350 人、女
性 361 人） 

住宅再建補助金申込会（エンロールメ
ントキャンプ） 

参加者 944 人 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 2） 

石工トレーニング（座学および実技、
7 日間）を 7 回、 

石工 218 人（男性 218 人） 2016 年 2 月～
2016 年 5 月 

TCN 

住民トレーニング（座学、現場見学、
演劇鑑賞、1 日）を 14 回 

住民 512 人（男性 375 人、女
性 137 人） 

住宅再建補助金申込会（エンロールメ
ントキャンプ） 

参加者約 2,000 人 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 3） 

石工トレーニング（座学および実技、
7 日間）を 31 回 

石工 918 人（男性 914 人、女
性 4 人） 

2016 年 5 月～
12 月 

ER 
Tech 

住民トレーニング（座学、現場見学、
演劇鑑賞、1 日）を 62 回 

住民 2,454 人（男性 1,674 人、
女性 780 人） 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 4） 

石工トレーニング（座学および実技、
7 日間）を 25 回 

石工 739 人（男性 726 人、女
性 13 人） 

2016 年 11 月
～2017 年 3 月 

TCN 

住民トレーニング（座学、現場見学、
演劇鑑賞、1 日）を 50 回 

住民 2,841 人（男性 1,310 人、
女性 1,531 人） 

石工再トレーニング（座学、1 日）を
49 回 

石工トレーニング修了者
1,404 人（男性 1,384 人、女性
20 人） 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 5） 

コミュニティ動員プログラム 対象 4VDC の住民 2017 年 4 月～
2018 年 3 月 

TCN 

石工再トレーニング（座学、2 日）を
6 回 

石工トレーニング修了者 191
人（男性 156 人、女性 35 人） 

  

モバイルメイソントレーニング 石工 95 人（男性 89 人、女性
6 人） 

  

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 6） 

コミュニティ動員プログラム 対象 21VDC の住民 2017 年 9 月～
2019 年 3 月 

SSE 

モバイルメイソントレーニング 石工 561 人（男性 553 人、女
性 8 人） 

  

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 7） 

コミュニティ動員プログラム 
 

シンドパルチョークの対象
エリアの住民 

2018 年 2 月～
2019 年 1 月 

SSE 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 8） 

コミュニティ動員プログラム 
 

ゴルカの対象エリアの住民 2018 年 2 月～
2019 年 1 月 

TCN 

出典：TPIS-ERP 
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(1) 住民向けトレーニング 

本トレーニングは、技術指針に適合した住宅を建設することの重要性、基本的な建設の

仕組みと技術指針、政府の補助金給付システムおよび手続きを住民に伝えることを目的

として実施した。 

各トレーニングには、コミュニティ代表および、女性再建者世帯、住民議会が選定した

経済的貧困世帯を含む 60 人の住宅再建者世帯が参加した。住宅再建者は、座学および演

劇鑑賞にて耐震性に優れた住宅再建の重要性を学び、石工トレーニングにより作成され

た再建住宅の模型を見学することで、実践的な理解を深めた。 

パッケージ 1 から 4 にて、6,518 人（うち女性参加者 2,809 人）の住民が住民トレーニン

グを受講した。 

  
座学 演劇 

出典： TPIS-ERP 

図 2-30  住民トレーニング 

(2) 石工トレーニング 

再建者と石工の要望に基づいて、下記の様々な石工トレーニングが状況および対象者に

応じて、実施された。 

1) 石工トレーニング（6 日間および 7 日間） 

本トレーニングは住宅再建を行う石工に対する技術トレーニング（座学および実技）で

あり、対象 VDC 内において 1 年以上の経験があり、かつ他ドナー等による石工トレー

ニングを未受講の石工全員に対して、2015 年 12 月から実施された。トレーニングは、

対象 VDC から推薦を受け、かつ試験・面接をクリアした約 30 名の石工を対象とし、最

終的には全 72 回のトレーニングが実施され、2,157 名（うち女性 19 名）が、石工トレー

ニングを受講した。 
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受講者選定 実技トレーニング 

  
実技トレーニング 修了証授与式 

出典: TPIS-ERP 
図 2-31  石工トレーニング 

2) 修了者再トレーニング（1 日間および 2 日間） 

本トレーニングは、上記 1) 石工トレーニング（6 日間および 7 日間）もしくは他ドナー

による同様のトレーニングを修了済みの石工に対する、再トレーニング（座学および現

場見学）である。立体模型や映像による技術指針の復習、発生している不適合住宅の内

容等について短期間で効率的にトレーニングを行った。1,595 名（うち女性 55 名）の石

工が受講した。 

  

座学 立体模型 

出典: TPIS-ERP 
図 2-32  修了者再トレーニング 

3) モバイルメイソントレーニング（6 日間） 

本トレーニングは、コミュニティ動員プログラムのひとつのコンポーネントである再建

現場での実技指導を行うモバイルメイソン育成のために行われた。各コミュニティから

3 名の石工が参加し、その中でトレーニングを通じて最も能力があると評価された石工 1
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名がモバイルメイソンとして選出された。本トレーニングにおいて、656 名（うち女性

14 名）のモバイルメイソンが育成された。 

(3) エンロールメント・キャンプ（住宅再建補助金申込会） 

第 1 回目のエンロールメント・キャンプは、2016 年 3 月に NRA によりドラカ郡で実施

され、その後その他の対象地域への拡大が計画されていた。 

しかし、DCC がエンロールメント・キャンプの手続きに不慣れであったことから、NRA
からの要望に応える形で、TPIS-ERP がエンロールメント・キャンプを実施した。 

  
待合エリア 住宅復興プログラムの手続きに関するポスター 

  

申込デスク 事前書類審査デスク 

  
情報デスク 書類審査デスク（右）および苦情処理デスク（左） 

  
書類審査 参加同意書締結 

出典： TPIS-ERP 
図 2-33  エンロールメント・キャンプ 
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(4) 政府エンジニアトレーニング 

2016 年 7 月より、CLPIU（Building）は政府エンジニアを対象に耐震住宅に関するトレー

ナー向けトレーニング（TOT）を実施した。住宅検査ガイドラインおよびマニュアルの

完成した 2016 年 12 月以降は、マスタートレーナー向けトレーニング（MTOT）が実施

され、トレーニング修了者はマスタートレーナーとして郡レベルでの TOT を行った。 

1) トレーナー向けトレーニング 

NRA は 2016 年 7 月から 2017 年 3 月にかけて検査員を雇用したが、多くの検査員が新卒

で経験が少なかったことから、TPIS-ERP がトレーニングを実施した。 

 

 

アイスブレーキング グループディスカッション 

 
 

現場安全管理の一環として現場の整理整頓を
徹底 

石工が行うことを実際に体験させ、現場でど
のような困難があるかを実感させる 

出典: TPIS-ERP 

図 2-34  トレーナー向けトレーニング 

2) マスタートレーナー向けトレーニング 

TPIS-ERP は、住宅再建ガイドラインおよびマニュアルを基に 2 日間のトレーニングカリ

キュラムおよびトレーニング教材の作成を行い、マスタートレーナー向けトレーニング

を実施した。 

 日 時：1st MTOT: 2016 年 12 月 20 日、21 日 
2nd  MTOT: 2016 年 12 月 23 日、24 日 

 場 所：Local Development Training Academy, Jawalakhel, Lalitpur, Kathomandu 
 参加者：DLPIU エンジニア 計 120 名 
 内 容：レベルで TOT を実施するマスタートレーナー向けのトレーニング 
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3) 検査トレーニング 
 日 時：2017 年 1 月～ 
 場 所：各郡 
 参加者：DLPIU エンジニア 
 内 容：住宅品質検査が厳密に実施されるための検査トレーニング 

 

 

参加者全体 トレーニング風景 

出典: TPIS-ERP 

図 2-35  カトマンズでのマスタートレーナー向けトレーニング 

4) 是正措置および例外規定マニュアルに関するマスタートレーナー向けトレーニング 

2017 年 5 月の是正措置および例外規定マニュアルの完成に伴い、CLPIU（Building）は、

検査員および NGO などの住宅復興に携わるエンジニアに対して是正処置および例外規

定に関するトレーニングを実施した。TPIS-ERP は、是正処置および例外規定の技術的

セッションを担当した。 

a) 中央レベルでのトレーニング 

 日 時：1st MTOT: 2017 年 5 月 24 日～26 日 
2nd MTOT: 2017 年 5 月 30 日～6 月 1 日 

 場 所：DUDBC hall, Kathmandu 
 参加者：DLPIU エンジニア、NGO エンジニア 計 75 名 
 内 容：是正処置および例外規定に関する中央レベルでのトレーニング 

b) 地方レベルでのトレーニング 

 日 時：2017 年 7 月～ 
 場 所：各郡 
 参加者：DLPIU エンジニア、NGO エンジニア等 
 内 容：是正処置および例外規定に関する地方レベルでのトレーニング 

5) 郡サポートエンジニア向けトレーニング 

 日 時：2017 年 11 月 8 日～10 日 
 場 所：カトマンズ 
 参加者：Distrrict Support Engineer 等 
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 内 容：NRA では新たに DLPIU エンジニアを技術的にサポートする構造技術者

27 名を雇用した。彼らは現場で DLPIU エンジニアが判断できない事例等に関し

て、構造耐震性を構造計算、解析を行って個別に対応する。TPIS-ERP は混構造

の構造計算手法等に関してレクチャーを行った。 

 

 

座学 

出典: TPIS-ERP 

図 2-36  郡サポートエンジニア向けトレーニング 

6) 新たに雇用されたエンジニア向けトレーニング 

a) 中央レベルでのトレーニング 

 日 時：2017 年 11 月 23 日～12 月 4 日 
 場 所：カトマンズ 
 参加者：新規雇用の DLPIU エンジニア 

エンジニア 274 名、2017 年 11 月 23 日～12 月 2 日（10 日間） 
サブエンジニア 391 名、2017 年 12 月 1 日、2 日（2 日間） 
アシスタントサブエンジニア 336 名、2017 年 12 月 3 日、4 日（2 日間） 

 内 容：2016 年 12 月の初期雇用の DLPIU エンジニアは、エンジニア 1,346 名、

サブエンジニア 650 名、アシスタントサブエンジニア 575 名であったが、現地駐

在等労働条件等も厳しく離職率が高かかったため、NRA は新たに多くのエンジ

ニアの新規雇用を行った。彼ら新規雇用 DLPIU エンジニアに対して、住宅再建

ガイドラインをはじめ、新たに作成した混構造の建築審査手法に関するレク

チャーを行った。 

  

座学 座学 
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トレーニング修了式典 式典での新規雇用エンジニア 

出典: TPIS-ERP 

図 2-37  新規雇用エンジニア向けトレーニング（中央レベル） 

b) 地方レベルでのトレーニング 

 日 時：2018 年 5 月 6 日～5 月 26 日 
 場 所：シンドパルチョーク、ゴルカ 
 参加者：新規雇用の DLPIU エンジニア 計 152 名 
 内 容：中央レベルでのトレーニング以降も、引き続き新規にエンジニアが雇用

されており、NRA からの依頼のもと、郡レベルで新規雇用されたエンジニアに

対して前回同様のトレーニングを実施した。 

 

 

 

座学（シンドパルチョーク） 座学（ゴルカ） 

  

グループスタディー風景 修了証授与式 

出典: TPIS-ERP 

図 2-38  新規雇用エンジニア向けのトレーニング（地方レベル） 
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2.4.4 コミュニティ動員プログラム（CMP） 

技術指針が制定され、住民および石工向けなど各種トレーニングが実施されたにも関わ

らず、2017 年 3 月の着工率は想定よりも低く 21.3％であった。TPIS-ERP としては、低

い着工率はコミュニティにおける相互扶助の欠如に起因すると推測し、相互扶助を促進

し再建を加速させることを目的にコミュニティ動員プログラム（CMP）が計画された。 

まず初めに、技術支援チーム（TA チーム）は、NRA が発行した CBRC（Community Based 
Reconstruction Committee）ガイドラインを基に、CBRC の形成を促進した。CBRC は代

表 1 名、メンバー5 名（うち女性 3 名）および秘書 1 名から構成される委員会で、相互

扶助と VDC との調整を通じて住宅復興プログラムへの参加と当事者意識の醸成を目的

とする。 

しかし、CBRC に対し NRA からのガイダンスや予算の割り当てはなく、実質的な組織

化や運営には至っていなかった。そこで TPIS-ERP は、住宅再建に関する問題の対処法

について CBRC への研修を開始した。 

CBRC が住宅復興プログラムにおける自らの役割を理解した後に、本プロジェクトでは

コミュニティ会議を円滑に進めるための支援を行った。集会では、コニュニティの全て

の世帯主が住宅再建に関する問題を持ち寄り議論した。 

また、TPIS-ERP ではモバイルメイソンを雇用し、コミュニティでの建設作業に従事させ

ると共に、単純労働者を対象とした耐震技術に関する OJT を実施した。モバイルメイソ

ンは最多で 548 名（うち女性 10 名）が雇用された。 

 
出典： TPIS-ERP 

図 2-39  コミュニティ動員プログラム（フェーズ 1） 
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(1) コミュニティ動員プログラム（フェーズ 1）：2017 年 5 月～2018 年 4 月 

1) CBRC オリエンテーション 

TA チームはファシリテーターとして、CBRC の役割を説明すると共に、コミュニティの

SWOT分析、コミュニティマップの作成およびコミュニティ行動計画の作成を支援した。 

2) コミュニティ会議 

TA チームは、農作物の収穫等に影響を及ぼさない時間を考慮し、コミュニティ会議を

実施した。会議の開始時間は、日常の活動で忙しくならず、かつ気温が上がる前の早朝

が好まれた。 

コニュニティ会議には、基本的にコミュニティの全世帯が招待されており、会議を通じ

て住宅再建に関する課題および解決策が議論された。相互扶助の意思があるコミュニ

ティでは建設資材や石工の調達を共同して解決できる可能性がある。このようなコミュ

ニティでは、住宅再建計画を率先して作成しモバイルメイソンを活用することにより、

短期間で住宅再建の進捗を上げることが可能となった。 

3) モバイルメイソンの選定と派遣 

モバイルメイソンはコミュニティ動員プログラムの中でも特に重要な役割を担っている。

そのため、書類選考、面接、7 日間のトレーニングおよび試験を通じて、そのコミュニ

ティで最も能力が高いと評価された石工がモバイルメイソンとして選定される。 

モバイルメイソンの選定基準は以下のとおりである。 

 地元出身でトレーニング受講済みの経験ある石工であること 
 技術指針に関する十分な知識を有していること 
 地元の言語に精通していること 
 モチベーションを向上させるスキルがあること 

モバイルメイソンの主要な役割は以下のとおりである。 

 住民が住宅再建にとりかかるよう働きかける 
 共同で住宅再建するグループを形成する 
 住宅のレイアウトを手助けする 
 他の石工および単純労働者を対象に技術指針に関する OJT を実施する 
 完工期限等の住宅復興プログラムに関する情報を普及する 
 技術指針に適合した住宅再建をサポートする 
 検査への申請手続きをサポートする 
 検査結果について住民へ通知する 
 現場の問題を解決する 
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CBRC オリエンテーション CBRC オリエンテーション 

  
コミュニティ会議 コミュニティ地図を説明するモバイルメイソン 

  
住宅再建計画 住宅配置の確認 

出典: TPIS-ERP 

図 2-40  コミュニティ動員プログラム 

(2) コミュニティ動員プログラム（フェーズ 2）：2018 年 5 月～2019 年 1 月 

2017 年から 2018 年初めにかけては、コミュニティ内の多くの住人が住宅再建に関する

共通の課題を持っていたことから、着工率を向上させるためにコミュニティ会議は非常

に効果的であった。しかし 2018 年 4 月時点で、コミュニティ会議を行っているにも関わ

らず、未着工あるいは再建を中止した住民が相当数いることが明らかとなった。これは、

これまでのコミュニティ会議では該当者の多い共通の課題を解決するには適していたが、

少数の住民が抱える独特な問題の解決にはそれほど効果的ではなかったことが原因であ

る。また連邦制への移行に伴い、市（Nagarpalika：NP）および農村市（Gaunpalika：GP）
が住宅再建に責任を持つようになり、市長をはじめ市の職員が住宅再建を加速するため

の主要な役割を果たすようになった。 

このような状況に応じて、コミュニティ動員プログラムのコンポーネントは以下のよう

に修正されていった。 
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出典： TPIS-ERP 

図 2-41  コミュニティ動員プログラム（フェーズ 2） 

1) ワードレベル調整会議 

地方自治体の再編後、住民に住宅再建するよう働きかけ、また検査員の勤怠をモニタリ

ングする点で、区レベルによる調整会議の実施が効果的になった。以下のような内容が、

区長、区職員、検査員および TA チームが参加する区レベル調整会議で議論された。 

 住宅再建および検査状況の更新 
 補助金給付状況の更新 
 コミュニティにおける課題 
 検査員による検査スケジュール 
 特別な支援を必要とする住民の特定 

2) 特定問題型コミュニティ会議 

大多数の住民の住宅再建の進捗が伸びる一方で、家計、家族、文化、登録情報の重複、

建設資材の管理および石工等の特定の問題のため住宅再建が滞っている住民が存在する

ことが明らかになってきた。そのような問題については、特定問題型コミュニティ会議

において具体的に議論し支援計画を立て、特定の課題を抱えた小数のグループごとに問

題の解決を目指している。 

3) モバイルメイソンによる技術的支援 

ワードレベル調整会議および特定問題型コミュニティ会議で作成されたスケジュールに

基づいて、モバイルメイソンは建設中の住宅を定期的に訪問し作業および管理を行った。

また区レベル調整会議の決定に基づき、社会的弱者に対して特別な支援を実施した。 
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4) モバイルメイソン OJT による是正処置 

再建された一部の住宅は技術指針の要件を満たしておらず、石工および検査員はそのよ

うな不適合住宅の是正処置を把握していなかったため、住民は第 2 回目および第 3 回目

の補助金を受給できないケースが見受けられた。そのため、是正処置および例外規定マ

ニュアルに基づき、モバイルメイソン、検査員、TA チームを対象とした OJT を実施し、

OJT を通じて不適合住宅の是正処置が行われた。 

2.4.5 モニタリングシステム 

(1) 隔週レポート 

以下に、2018 年 12 月 26 日時点の隔週レポートによる住宅再建状況を示す。現時点にお

いて、再建を開始出来ていない再建者は 3,611 名（進捗段階 A + B + C）である。また、

完工証明を受領出来ている再建者は、2,431 名にとどまっている。 

表 2-4 隔週レポート（2018 年 12 月 26 日） 

Period Report Contents 
Mar 2017 – Jul 2017 Monthly Report Reconstruction Progress by VDC 

Aug 2017 – Feb 2018 Bi-weekly Report 
Reconstruction Progress by VDC 
Training Status 
Community Mobilization Program Status 

Mar 2018 – Jul 2018 Weekly Report Reconstruction Progress by VDC 
Issues 

Aug 2018 – Oct 2018 

Weekly Report Reconstruction Progress by VDC 

Bi-weekly Report 
Reconstruction Progress Graph 
Issues 
Actions 

Nov 2018 – Jan 2019 Bi-weekly Report 

Reconstruction Progress by Ward 
Reconstruction Progress Graph 
Reconstruction Stage (detailed progress) 
Reconstruction Status (detailed issues) 

出典： TPIS-ERP 

(2) GIS マップ 

2015 年の震災後に NRA が収集した受益者の座標データおよび 2018 年 12 月より

TPIS-ERP にて収集した座標データを、前述したデータベースと組み合わせることにより、

GIS 上で再建状況を視覚的にモニタリングするシステムを構築した。 
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2.4.6 財務セミナー 

CLPIU（GMaLI）は住宅再建に係る財務セミナー（アドバンス方式）を開催し、TPIS-ERP
およびEHRPコンサルトは本セミナーをサポートすると共に、プロジェクトの概要、JICA
円借款事業およびアドバンス方式の資料作成を行った。このセミナーでは、郡レベルで

直面する課題や、DCC、DTCO、参加金融機関等が提出すべき必要書類に関する情報共

有が実施された。 

本セミナーの目的を下記に示す。 

 プロジェクト概要および進捗状況 
 課題および解決策の理解 
 JICA 対象地域へのサポートおよび財務状況 
 JICA 円借款事業およびアドバンス方式の進め方 
 参加者からの意見の徴収 
 参加金融機関への補助金支払記録提出依頼 

  

セミナー開会の言葉 郡からのセミナー参加者 

  
中央および参加金融機関からの参加者 中央および参加金融機関からの参加者 

出典： TPIS-ERP 

図 2-43  財務セミナー 
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第3章 環境社会配慮 

 

3.1 対象地域の概要 

3.1.1 ゴルカ郡 

ゴルカはガンダキ地帯に位置し、60 の村落開発委員会（VDC）と 2 種類の自治体から構

成される。気候は標高によって異なり、北部の氷雪気候から南部の熱帯地帯まであらゆ

る気候帯で構成される。気温は熱帯地方で最高気温 35℃以上、氷雪気候で最低気温マイ

ナス 10℃前後、最高平均気温は 20℃、最低平均気温は約 4℃である。ゴルカの年間平均

降水量は 1,400mm で、年間降水量の約 80％はモンスーン時期に発生する。 

地理的特性として、ゴルカは低ヒマラヤと高ヒマラヤの中間に位置する。低ヒマラヤは

堆積岩、変成岩、火成岩から構成されており、それらが何層にも折り重なり、接合され、

断層となることで、複雑な地質構造が発達した。高ヒマラヤの岩は新鮮で硬く、急斜面

を伴う高い山脈を形成した。2015 年のゴルカ地震では、低ヒマラヤの北端が震源地で

あった。気候、地形、アクセス性と肥沃な土壌等の理由から、ほとんどの人が低ヒマラ

ヤ地域に住んでいる。 

地滑りはゴルカで頻繁に生じる現象であり、特にモンスーンの雨季に多い。ゴルカ地震

では、ゴルカ北部の 4 分の 3 以上に及ぶ広範囲で地滑りが発生し、震災時およびその後

における被害および被害者数が被災地の中で最も高かった。 

3.1.2 シンドパルチョーク郡 

渓谷の土壌は岩石、砂利、砂、シルト、粘土等が様々な割合で構成される沖積土である。

山地の土壌は残積土および崩積土である。熱帯地域に属する標高 1,000m までの地域は、

夏は非常に暑く最高気温は 33℃、冬は最低 5℃である。亜熱帯地域に属する 1,000m か

ら 2,000m の地域は、温かく湿気の多い気候で植林に適している。中部丘陵地帯では、

一般的に南から北に向かって標高が高くなる複雑な地形であり、峡谷が形成されている。 

年間平均降水量は 1,615mm であり、地元の流出水の大部分は多くの河川とその支流に

よって排水される。シンドパルチョークの大部分は低ヒマラヤおよび高ヒマラヤの麓に

位置する。この地方の低ヒマラヤ山脈は、石灰岩やドロマイトといった炭酸塩岩、スレー

ト、フィライト、そのほか様々な種類と年代の片岩等、低品質のメタ堆積岩から構成さ

れる。炭酸塩岩を除いて大部分の岩石は軟らかく、中程度から高度に風化し、中部地帯

の低い起伏を形成した。 
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3.1.3 ESMS チェックリスト 

住宅事業の対象郡であるゴルカおよびシンドパルチョークの 2 郡において、ベースライ

ン自然・社会環境情報収集調査を行い、復興支援事業に必要な自然・社会環境情報、関

連法制度資料を収集・整理した。 

これらの情報・資料をもとに、住宅事業の環境セーフガード面から見た円滑な実施のた

めの ESMS チェックリストを、JICA 本部、ネパール事務所、MoFALD-DOLIDAR、

MoUD-DUDBC、MoPE（旧 MoSTE）など 5 機関との一連の協議を通して作成すると共

に（2015 年 8 月～2015 年 11 月）、住宅事業の円借款事業にむけて、ESMS 実施のため

の能力向上・開発（CD）研修計画も策定し、後述するように 2017 年 1 月から同年 6 月

にかけて、上述した 2 郡において研修ワークショップを開催した。 

3.1.4 実施体制 

住宅事業においては、2 郡の 38 VDC（旧行政機構では 47 VDC）で約 54,000 以上の世帯

が復興支援対象となっている。原則として住宅セクターでの ESMS モニタリングは、そ

れぞれの世帯レベルで行う。住宅事業の円借款事業では、3 名の ESMS 担当者の配属が

計画されており（CLPIU に 1 名、各郡に 1 名ずつ）、当事業で既に配属されている Social 
Mobilizers と共に関連モニタリング調査を行う。また住宅事業における ESMS モニタリ

ング対象者が 54,000 世帯と膨大である事、悪路等の道路事業による各復興事業サイトま

でのアクセス困難性により、全世帯をカバーするのは不可能であるため、VDC ごとに

25～40 世帯を選び、調査を行った。 

住宅事業の ESMS 実施の透明性並びに説明責任を確立するため、Social Mobilizer はそれ

ぞれの世帯主に、作成した ESMS モニタリング内容を説明し、承認を得たうえで調査を

行ない、世帯ごと復興事業に関する環境モニタリングを実施した。各世帯の ESMS 関連

情報は VDC ごとに取りまとめられ、VDC 全域からみた環境予備評価が改めて行われた。

これらのデータは郡ごと（DESM）に整理され、内容確認後、ESMS モニタリング関連

書類を DESM から CLPIU に送付する。CLPIU では送られてきたモニタリング書類を精

査した後、JICA ネパール事務所に提出、という流れになっている。ちなみに、この ESMS
関連モニタリング書類は、JICA 環境社会配慮ガイドラインやネパール国環境管理法

EPA96、EPR97 および関連法規に基づき、調査団により作成された。この ESMS の報告

は、全復興支援期間を通して、年 4回の頻度で実施される。図 1は住宅事業におけるESMS
モニタリング実施のフレームワークを示したものである。この ESMS モニタリングに一

環として、各事業サイト近傍に河川、水路、湧水箇所がある場合、水質検査も DESM が

行っている。 
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出典： TPIS-ERP 

図 3-1  JICA 事業における ESMS 実施体制（住宅セクター） 

現在、郡レベルおよび VDC レベルにおいて環境担当スタッフは勤務していない。前述

したように住宅事業の ESMS モニタリングは対象世帯が膨大であるため、モニタリング

活動を通した適切な環境セーフガード実施に関する指導を行なう事は困難である。その

ため、ESMS モニタリングに伴う住宅事業の環境セーフガードの在り方や JICA 環境社会

配慮ガイドラインの周知・説明など、中央政府や郡政府、VDC やコミュニティを対象に

能力強化研修を、カトマンズおよび対象とする 2 郡において、2017 年 1 月から 6 月にか

けて実施した。 

3.1.5 ESMS 実施体制 

同研修・ワークショップへの主な参加者は NRA や DoLIDAR、DUDBC、MoFALD-CLPIU
や各郡の担当技師、各郡 VDC 代表者である。コミュニティレベルのワークショップは、

計 38 回（ゴルカの 16 VDC およびシンドパルチョークの 22 VDC/市）実施した。 

表 3-1 ESMS 関連ワークショップ実施行程（住宅セクター） 

Activities 01, 2017 02, 2017 03, 2017 04, 2017 05, 2017 06, 2017 

Preparation       

Kick-off Workshop (Central)       

CD at DLPIU       

CD at community       

Theatre Preparation       

Theatre Performance       

Post Training Data Processing       

Preparation of deliverables       

Deliverable Inspections       

Submission of Final Report       

出典： TPIS-ERP 
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第4章 今後の課題 

 

4.1 技術基準 

復興住宅デザインカタログ（Vol.1）によるプロトタイプデザイン 

復興住宅デザインカタログの主な目的は、被災者に対し、耐震住宅のプロトタイプデザ

インをたくさんの絵を用いてわかりやすく提示し、耐震のコンセプトを理解してもらう

ことにあった。また作成当初は、デザインカタログを活用することにより、住民は迅速

かつ簡易的に建築許可を取得する事も期待された。 

(1) 技術指針／インスペクションシート 

技術指針（Minimum Requirements：MR）は、再建される住宅が適切な耐震性能を確保す

るように、NBC105 を基に策定された。本技術指針の策定の過程では JICA チームが中心

的な役割を果たした。インスペクションシートは、技術指針の各項目を確認する実用的

な手段として用いられた。しかしながら、コンクリート、鉄筋およびレンガの強度確認、

基礎の掘削深さ等のいくつかの項目については、現場で検査することは困難であった。 

(2) 耐震補強工事 

NRA によると、2019 年 1 月 21 日の時点で耐震補強工事が必要である世帯は、被害のあっ

た32郡において61,591世帯であり、そのうち20世帯のみが補助金全額を受給している。

NRA によって策定された耐震補強ガイドラインには、既存建物の耐震性能に対する評価

および検査方法が明記されておらず、そのため耐震補強工事の進捗は再建工事と比較し

てかなり低い状況である。JICA および TPIS-ERP コンサルタントとしては、各住宅に対

する耐震診断および耐震補強設計を行わない状況では耐震性能を確認することが困難で

あることから、TPIS-ERP としては耐震補強に関する技術支援は行わないことを決定した。 

4.2 事業実施 

(1) オーナードリブン 

本住宅復興プログラムでは、被災者自らが住宅再建を推し進めるオーナードリブンの方

針が採用されている。しかし復興当初は、政府からの技術支援があっても、オーナード

リブンだけで被災者に住宅再建を促すのは困難であった。そのため、TPIS-ERP ではコ

ミュニティ動員プログラムを実施し、ネパールにおける各コミュニティが持つ相互扶助
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の関係性を活用し住宅再建に関する課題の解決を図った。また、コミュニティの一員で

あるモバイルメイソンによる支援で住宅再建は一気に加速された。 

オーナードリブンは、コミュニティによる相互扶助およびモバイルメイソンによる現場

でのサポートで補足することにより、住宅再建における重要な役割を果たすことと

なった。 

(2) 支給補助金額 

平均的な住宅再建費用は、633,330 ルピーであり、これは本住宅復興プログラムにおける

住宅再建補助金（300,000 ルピー）の 2 倍に相当する。よって、経済的に余裕のない受益

者は、住宅再建を完了するために残りの建設費を平均 21.7％の高い金利で借金する事態

となっている。今後の課題として、被災した再建者への優遇制度等の検討が必要である。 

(3) 制度および基準整備の遅れ 

再建住宅に対する技術指針を含む住宅検査ガイドラインは、震災から 1 年 7 ヶ月経った

2016 年 11 月に制定された。そのため、それ以前に再建された住宅の多くは、技術指針

を満たしておらず、是正処置等の対応が必要となった。 

(4) 検査員のパフォーマンス 

検査員の雇用の遅れは、タイムリーな検査が実施されず不適合住宅を増加させる要因と

なった。また厳しい労働環境のため検査員が頻繁に離職することや、勤怠モニタリング

機能の不備で検査員が現場にいないことにより、検査が実施されず補助金が給付されな

い事態も起きている。 

TA チームは、現場での技術支援だけではなく、検査員に対するサポートも行っている。 

(5) 技術指針不適合住宅 

2018 年 12 月末現在、技術指針を満たしていない不適合住宅は、JICA 対象地域 56, 532
世帯のうち 1.46％であった。 

NRA の技術グループは、不適合住宅が技術指針を満たすための是正処置および例外規定

マニュアルを策定し、これにより 2018 年 12 月末までに 740 世帯の不適合住宅が適合住

宅へ是正された。 

(6) 第 3 回目補助金の受給時期と完工証明書 

本プログラムでは住宅再建補助金は 3 回に分けて支給される。そのうち最終支払いにあ

たる第 3 回目の補助金は 1 階壁上部梁の完成後に支給され、屋根工事およびトイレ等の

工事費用に充てられることが想定されていた。 

そのため、1 階壁上部梁以降の工事の品質は補助金支給の条件とならないため、受益者

によっては技術指針に沿った住宅を建設するモチベーションの低下につながるケースが

ある。また補助金とは紐づいていない最終検査の実施率は非常に低い状況が続いている
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が、受益者に耐震性能を備えた住宅を完工し完工証明書を受領する義務がある旨を周知

する必要がある。 

検査の実施時期と補助金の適切な支給タイミングは今後の課題である。 

(7) 持続的なコミュニティアプローチ 

TPIS-ERP のコミュニティ動員プログラムでは、住宅復興プログラムの緊急性から、住宅

再建のみに焦点を当てており、コミュニティアプローチの持続性は考慮していない。し

かしながら、コミュニティ動員プログラムによって、各コミュニティに設立された CBRC
は非常に良い成果を残しており、他の活動へ継続することが期待されている。 

(8) 2 つの省によるプログラムの実施 

当初、住宅復興プログラムにおいて、NRA は連邦地方開発省および都市開発省と協働す

ることが計画されており、連邦地方開発省のもとに MOFALD CLPIU が、都市開発省の

もとに MOUD CLPIU が設立された。MOFALD CLPIU はプログラム全体の管理および補

助金支給を行い、MOUD CLPIU は技術に関する事項全般を担当することとなったが、両

CLPIU の連携がうまく取れていなかった。 

2018 年 4 月に、より効果的なプログラムの実施のために、NRA は組織改編を行い両

CLPIU 管轄下に置いた。 

(9) ワンルーム住宅 

2017 年の年末に、NRA の技術標準化委員会が住宅の居室の最小面積を 120 平方フィー

トをとすることを推奨したが、NRA として正式に承認するに至らず、2018 年 12 月時点

でも正式なガイドラインは制定されていない。そのため小さな居室がひとつだけの「ワ

ンルーム住宅」が建設されている。 

(10) エンロールメント・キャンプ 

多くの被災者が政府による住宅復興支援を求める中、震災から 1 年経った 2016 年 3 月に

第 1 回目の住宅再建補助金申込会（エンロールメント・キャンプ）が開催された。しか

し、政府による制度作りが間に合わず、キャンプの実施には困難が伴った。 

(11) 補助金支給期限 

当初、住宅補助金の支給期限が示されておらず住宅再建着工の遅れの原因のひとつで

あったことから、NRA は 2017 年 7 月に補助金支給期限を発表し、これに伴い着工率が

向上した。補助金支給期限は住宅再建の促進に役立った一方、補助金を受給することを

優先しニーズに合わない住宅を再建する世帯を生むことにもなった。また NRA が再三

にわたり補助金支給期限を延期したことから、住民によってはこれを真剣に受け取らず

住宅再建を進めないケースが見受けられた。 
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4.3 環境社会配慮 

(1) 環境への影響 

住宅再建にあたっては環境に影響を及ぼさない用地が選定され、小規模かつ重機の使用

なしに再建が行われた。また、水質試験においても住宅再建による水質への影響は見ら

れなかった。これらのことから、住宅再建が環境に及ぼす影響は非常に少ないことが示

された。 

(2) 苦情処理  

被災者の苦情を管理し対応することは、全被災者を支援するために必要な取り組みであ

る。しかし、対応する人員が少ないため、震災から 4 年経った現在でも、多くの苦情が

未解決のままである。EHRP 対象地域においては 2018 年 12 月までに、苦情処理を通じ

て 4, 843 人が新たに住宅再建補助金対象者に認定された。 

(3) 住居移転 

地震により一部の土地でひび割れや亀裂が生じ、居住に不適切となったため、一部の受

益者は再建するための用地を移転する必要があった。しかし対応する人員が少ないため、

該当する受益者の査定、識別、土地購入および移転の手続きが大幅に遅れている。 

(4) 訓練を受けた石工の確保 

村での仕事には限りがあるため、石工は大都市や郊外に移住する傾向がある。そこで、

モバイルメイソンという形で現地の石工を雇うことで、再建に必要な石工を現地に留め

ることができた。 

(5) 復興における女性の参画 

56,532 人の総受益者のうち 12, 419 人（22.0％）が女性世帯主である。また、男性世帯主

の場合でも、男性が仕事のため村を離れている間は、その世帯の女性が意思決定権を持

つことになる。しかし、このような状況でも、女性による復興を促進するような具体的

な政策は取られなかった。 

(6) 安全上の問題 

大部分の受益者は住宅再建が完了するまで、安全基準を満たしていない仮設住居に居住

しており、安全上の問題がある。また、地震によって全壊に至っていない住居について

は、倉庫や他の用途として使用されている場合があるが、これは安全上の理由から使用

の禁止を推奨する。 
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4.4 財務関連 

(1) 住宅補助金給付の確認 

DCC が発行した送金指示書と DTCO が発行した小切手、また財務省の省庁予算管理シ

ステム（Line Ministry Budget Information System：LMBIS）によって、住宅補助金給付の

確認が行われている。 

管理情報システム（Management Information System：MIS）へアップロードされた情報に

よっても給付が確認できるが、参加金融機関によるアップロードに期限が決められてい

ないため、前述の方法で確認する方が早い。 

(2) MIS による情報更新と確認 

NRA の下で運営されている MIS は、住宅再建補助金の給付状況を管理することを目的

に、プロジェクト当初から始められたシステムである。JICA が貸付金額との照合に必要

な第 3 回目補助金の給付状況を確認するため、EHRP コンサルタントは引き続き支援

する。 

(3) 参加金融機関の経営課題 

本プロジェクトの進行に伴い、DCC が発行した送金依頼書および DTCO が発行した小

切手に基づき住宅再建補助金が給付されたにも関わらず、参加金融機関の事情で銀行口

座への振り込みが遅れ、受益者が補助金を受領できないという問題が生じた。NRA と参

加金融機関は、振り込みの遅延について議論し早急に対応する必要がある。 

(4) 受益者と銀行サービスのつながり 

従来の銀行サービスは、申請手続きが複雑で長時間を要したこともあり、貧しい人々は

サービスを利用することができなかった。そのため、本プログラム開始時にはほとんど

の受益者は住宅再建補助金を受領するための銀行口座を持っていなかった。 

本プログラムでは、住宅再建補助金を受領するために受益者は銀行口座を開設すること

が求められたが、これを通じて銀行サービスを利用する機会が促進され、ひいては貧困

を減らす手助けとなることが期待される。  

(5) コミュニティレベルでの資金管理 

本プロジェクトの対象地域では、コミュニティが各受給者の住宅再建補助金をまとめて

管理し共同で住宅再建を進めたケースがあり、全体として住宅再建費用を抑えることを

可能とした。活動的なコミュニティのリーダーと TA チームのサポートのおかげで、こ

のようなコミュニティレベルでの資金管理が効果的なものとなった。 
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